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包括外部監査の結果報告書  

「地球温暖化対策に関する財務事務の執行について」  

宮城県包括外部監査人 公認会計士 上野陽一  

＜第１テーマ＞ 出資団体に係る財務事務の執行及び管理の状況について  

第１章 外部監査の概要  

１ 外部監査の種類  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下同じ。）第２５２条の３７第１項

に基づく包括外部監査  

 

２ 選定した特定の事件  

地球温暖化対策に関する財務事務の執行について  

  

３ 特定の事件を選定した理由  

気候変動に伴う大規模自然災害の増加により、地球温暖化は世界で起きている

主な環境問題として取り上げられており、日本政府は令和２年１０月、２０５０

年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという「カーボンニュートラル」

を目標として表明している。 

海や山に囲まれ、農業や漁業が盛んである宮城県にとっても地球温暖化は非常

に重要な環境問題であるため、宮城県は令和５年３月に「みやぎゼロカーボンチ

ャレンジ２０５０戦略」を策定し、「新・宮城の将来ビジョン実施計画」におけ

る政策推進の基本方向［１８の取組］に「環境負荷の少ない地域経済システム・

生活スタイルの確立」、「豊かな自然と共生・調和する社会の構築」を掲げ、太

陽光発電の導入等、地球温暖化対策に関連する大規模な事業を計画している。 

また、宮城県は平成２３年度から個人及び法人の県民税均等割の超過課税であ

る「みやぎ環境税」を徴収してきたが、さらに令和６年度からは、国税として個

人に「森林環境税」が課されることとなる。このため、宮城県が国税に加えて徴

収する「みやぎ環境税」への注目度は高まることが期待され、地球温暖化を含む

環境対策関連事業や両税の使途等に関する県民の関心は高まっていると考えられ

る。 

よって、地球温暖化対策に関する財務事務の執行について、包括外部監査人の
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立場から検討を加えることは、今後の行政運営にとって有意義と認識し、本年度

の包括外部監査の特定の事件として選定した。  

  

４ 外部監査の対象部局 

環境生活部 

  環境政策課 

  再生可能エネルギー室 

（現：次世代エネルギー室、以降再生可能エネルギー室で記載を統一） 

  循環型社会推進課 

水産林政部 

林業振興課 

森林整備課 

 

上記対象部局を監査対象とした理由は、みやぎ環境税活用事業の中から特定の

事件名称との関連性、金額的重要性、及び森林環境譲与税との関連性を考慮して

監査対象事業を選定したためである。 

 

５ 外部監査の対象期間  

原則として令和５年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）。 

ただし、必要に応じて令和４年度以前及び令和６年度の執行分も対象としてい

る。  

  

６ 外部監査の方法  

（１） 監査着眼点  

① 各事業が関係法令に準拠して適法適切に実施されているか。 

② 各事業が効率的・経済的に実施されているか。 

③ 各事業の有効性の検証や運用が適切に行われているか。事業評価は適切か。  

④ 令和３年度包括外部監査結果に対する措置状況は適切か。  
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（２） 実施した主な監査手続  

実施した主な監査手続は次のとおりである。なお、監査手続の適用に当たって

は効率的な監査を実施するという観点から、重要と判断したものに限定し、原則

として試査1により行った。  

① 予備調査  

監査対象業務の関連資料を入手し、分析・質問することにより、当該業務の現

状と課題を把握した。 

② 本監査 

 予備調査の結果に基づき、「（１）監査着眼点」について経済性、効率性及び   

有効性（３Ｅ）並びに合規性の観点から検討を行った。「（１）監査着眼点」の

①～④の検討に当たっては、政策の財源がみやぎ環境税と森林環境税のどちらで

あるか、両税収の使途は明確であるかという観点でも監査を行った。検討に際し

ては、関連資料を閲覧し、必要に応じて関係部署に対する質問を行った。 

 

７ 外部監査の実施期間  

令和６年７月１１日から令和７年３月２６日まで  

  

８ 包括外部監査人補助者の資格及び氏名  

公認会計士 大西 徹 

公認会計士 青柳 恵介 

公認会計士 小川 倫代 

公認会計士 加賀谷 祐人 

公認会計士試験合格者 多田 俊介 

  

９ 利害関係  

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定に

より記載すべき利害関係はない。  

 

 
1
 試査とは、特定の監査手続の実施に際して監査対象となる母集団からその一部の項目を抽出し、それに対して監査手続を実

施することをいう。  
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第２章 監査対象の概要  

１ 組織  

監査対象は環境生活部の３課室及び水産林政部の２課とした。分掌事務と現員

は以下のとおりである。  

部  課室  分掌事務  現員

(名) 

環

境

生

活

部  

環境政策

課 

 環境行政の総合的な企画及び調整に関すること。 

環境美化の促進に関すること。 

 環境基本計画に関すること。 

 特定製品に係るフロン類の充填、回収等に関すること。 

 地球温暖化対策に関すること。 

 環境に関する知識の普及及び学習の促進に関すること。 

 環境産業の振興に関すること(循環型社会推進課の所管に属す

るものを除く。)。 

 資源・エネルギー行政の総合調整に関すること。 

 省エネルギーの推進に関すること。 

 再生可能エネルギーの導入に関すること(再生可能エネルギー

室の所管に属するものを除く。)。 

16  

再生可能

エネルギ

ー室 

 再生可能エネルギー等の導入に関すること。 

 省エネルギーに関すること。 

13 

循環型社

会推進課 

 循環型社会の形成の推進に係る総合的な企画及び調整に関する

こと。 

 廃棄物等の発生の抑制及び循環資源の再使用、リサイクル等の

促進に関すること。 

 廃棄物の処理及び清掃に関すること(廃棄物処理計画及び廃棄

物再生事業者登録に係るものに限る。)。 

 廃棄物処理体制の整備及び関連産業の振興に関すること。 

14 
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部  課室  分掌事務  現員

(名) 

水

産

林

政

部  

林業振興

課 

 林業振興施策の企画及び調整に関すること。 

 木材産業振興施策の企画及び調整に関すること。 

 森林計画及び市町村森林整備計画に関すること。 

 森林経営計画に関すること。 

 森林経営管理に関すること。 

 林業技術の改良普及に関すること。 

 林業経営の改善普及に関すること。 

 国有林野の調整に関すること。 

 流域林業の推進に関すること。 

 県産材の生産及び供給の体制の整備並びに流通に関すること。 

 林業金融に関すること。 

 林業労働力対策に関すること。 

 林業・木材産業構造改革に関すること。 

 入会林野等に関すること。 

 林道に関すること。 

 林業の後継者及び担い手の育成に関すること。 

 特用林産物の生産及び流通に関すること。 

 公益財団法人みやぎ林業活性化基金(平成四年九月十四日に財

団法人みやぎ林業活性化基金という名称で設立された法人をい

う。)に関すること。 

 林業技術総合センターに関すること。 

24  

森林整備

課 

 森林整備(林道に関することを除く。)及び林業種苗に関するこ

と。 

 森林の保全に関すること。 

 森林の保護及び病害虫等の防除に関すること。 

 県有林に関すること。 

 治山事業(防災林に係るものを含む。)に関すること。 

28 
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部  課室  分掌事務  現員

(名) 

 地すべりの防止に関すること(林野保全に係るものに限る。)。 

 保安林に関すること。 

 一般社団法人宮城県林業公社(昭和四十一年六月二十三日に社

団法人宮城県林業公社という名称で設立された法人をいう。)

に関すること。 

計  95  

出所：分掌事務は行政組織規則（宮城県規則第76号）、現員は定期監査資料  

（注）現員は令和6年3月31日現在を表す。  

  

２ 監査対象とした事業 

地球温暖化対策に関する財務事務の執行において大きな財源となるのがみやぎ

環境税であるため、みやぎ環境税を対象として監査を実施した。 

監査対象事業は、みやぎ環境税活用事業の中から、選定した特定の事件名称と

の関連性、金額的重要性、及び森林環境譲与税との関連性を考慮して選定した。 

 

（１） みやぎ環境税の概要 

みやぎ環境税は、地球温暖化など喫緊の環境課題に対応し、宮城県の自然豊か

な環境を次世代に引き継いでいくため、平成２３年度から個人及び法人の県民税

均等割の超過課税として導入している。これまで２回の延長を経て、令和３年４

月から新たに５年間延長されている。 

特に個人の県民税均等割の超過課税は添付資料５にあるとおり、全国の都道府

県の中で最大の1,200円である。 

 

① 納税義務者 

個人：１月１日現在で宮城県内に住所等を有する個人 

法人：宮城県内に事務所・事業所等を有する法人 
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② 超過課税の税率 

個人：年1,200円 

法人：標準税率の１０％相当額（資本金等の額により年2,000円～80,000円） 

 

③ 納める方法 

現行の県民税均等割に上乗せする仕組み 

 

④ 実施期間 

個人：平成２３年度から令和７年度まで 

法人：平成２３年４月１日から令和８年３月３１日までの間に終了する各事業年

度 

 

⑤ 活用方法 

「環境創造基金」を創設し、税収を一般財源と区別して積み立てて管理 

 

⑥ 事業の視点 

ア 県実施事業 

視点１ 脱炭素社会の推進  

視点２ 森林の保全及び機能強化 

視点３ 気候変動の影響への適応 

視点４ 生物多様性、自然・海洋環境の保全 

視点５ 地域循環共生圏形成のための人材の充実 

イ 市町村支援事業 

メニュー選択型事業 

市町村提案型事業 

 

（２） みやぎ環境税の当初予算及び決算額 

みやぎ環境税の当初予算及び決算額は以下のとおりである。 
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(上段が当初予算額、下段が決算額 単位：千円） 

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

視点１脱炭素社会の推進 
783,173 794,914 861,945 

688,121 786,434 812,222 

視点２森林の保全及び機能強化 
697,162 683,695 674,140 

643,598 572,508 539,265 

視点３気候変動の影響への適応 
32,610 36,292 45,267 

27,586 29,533 40,091 

視点４生物多様性、自然・海洋

環境の保全 

114,723 112,146 113,778 

103,615 90,020 107,301 

視点５地域循環共生圏形成のた

めの人材の充実 

13,648 13,767 14,147 

10,824 10,945 12,061 

県実施事業計 
1,641,316 1,640,814 1,709,277 

1,473,745 1,489,441 1,510,941 

市町村支援事業 

（メニュー選択型事業、市町村

提案型事業） 

320,099 320,099 320,099 

309,175 313,387 314,703 

みやぎ環境税活用事業計 
1,961,415 1,960,913 2,029,376 

1,782,919 1,802,827 1,825,644 

出所：各年度の新みやぎグリーン戦略プラン・「環境福祉委員会」配布資料より

包括外部監査人が作成 
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（３） 環境創造基金の積立状況 

環境創造基金の直近３年度の積立は以下のとおりである。 

（単位：千円） 

  期首残高 収入 支出 期末残高 

令和３年度 891,918 1,775,863 1,782,919 884,862 

令和４年度 884,862 1,779,181 1,802,827 861,216 

令和５年度 861,216 1,784,361 1,825,644 819,932 

出所：各年度の「環境福祉委員会」配布資料より包括外部監査人が作成 

 

（４） 令和５年度のみやぎ環境税活用実績 

今回の包括外部監査の監査対象である令和５年度のみやぎ環境税活用事業実績

は以下のとおりである。監査対象事業の選定に当たっては、みやぎ環境税活用事

業の中から、選定した特定の事件名称との関連性、金額的重要性、及び森林環境

譲与税との関連性を考慮して実施した。 

視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

１
脱
炭
素
社
会
の
推
進 

1 環境

生活

部 

環境政

策課・

循環型

社会推

進課 

みやぎ二

酸化炭素

排出削減

支援事業 

309,321 267,252 42,069 7,221 〇 

2 環境

生活

部 

環境政

策課 

みやぎ新

エネルギ

ー・環境

関連産業

振興加速

化事業 

17,012 17,012 - - 
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

3 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

太陽光発

電施設の

適正な導

入・維持

管理促進

事業 

1,406 1,406 - -   

4 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

太陽光発

電を活用

したＥＶ

利用モデ

ル等導入

促進事業 

26,386 14,066 12,320 300   

5 農政

部 

みやぎ

米推進

課 

みやぎの

有機農業

等推進事

業 

2,249 2,249 - 38   

6 農政

部 

みやぎ

米推進

課 

農地への

バイオ炭

投入に係

る技術及

びシステ

ム構築事

業 

4,473 4,473 - 8   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

7 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

再生可能

エネルギ

ーを活用

した地域

づくり支

援事業 

6,254 6,254 - -   

8 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

J－クレジ

ット導入

事業 

780 780 - -   

9 農政

部 

農業・

園芸総

合研究

所 

木質バイ

オマス暖

房機の施

設園芸分

野への利

用促進事

業 

5,988 5,988 - -   

10 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

太陽光発

電導入拡

大のため

の調査・

検討事業 

10,963 10,963 - -   

11 環境

生活

部 

環境政

策課 

２０５０

ゼロカー

24,458 24,458 - 210 〇 
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

ボン推進

事業 

12 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

スマート

エネルギ

ー住宅普

及促進事

業 

371,054 326,876 44,178 12,618 〇 

13 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

燃料電池

自動車導

入推進事

業 

27,621 27,621 - 20   

14 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

水素ステ

ーション

導入促進

事業 

1,234 1,234 - -   

15 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

水素エネ

ルギー利

活用普及

促進事業 

2,466 2,466 - -   

16 環境

生活

部 

再生可

能エネ

ルギー

室 

FC産業用

車両普及

促進事業 

559 559 - -   

１６事業 812,222 713,655 98,567 20,415   



 

16  

視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

２
森
林
の
保
全
及
び
機
能
強
化 

17 水産

林政

部 

林業振

興課 

森林認証

取得等支

援事業 

250 250 - -   

18 水産

林政

部 

林業振

興課 

みんなの

森林づく

りプロジ

ェクト推

進事業 

2,109 2,109 - 201   

19 水産

林政

部 

森林整

備課 

温暖化防

止間伐推

進事業 

70,131 57,461 12,670 4,199 〇 

20 水産

林政

部 

森林整

備課 

チャレン

ジ！みや

ぎ５００

万本造林

事業 

95,465 71,545 23,920 3,466 〇 

21 水産

林政

部 

森林整

備課 

環境林型

県有林造

成事業 

2,850 2,850 - -   

22 水産

林政

部 

森林整

備課 

マツ林景

観保全事

業 

17,978 12,415 5,563 53 〇 

23 水産

林政

部 

森林整

備課 

ナラ林等

保全対策

事業 

19,417 18,217 1,200 361 〇 
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

24 水産

林政

部 

森林整

備課 

みやぎ防

災林はぐ

くみ育て

る実践事

業 

4,010 4,010 - 675   

25 水産

林政

部 

林業振

興課 

県産材利

用サステ

ナブル住

宅普及促

進事業 

250,576 233,065 17,511 5,293 〇 

26 水産

林政

部 

林業振

興課 

みんなで

広げる

「木育」

活動推進

事業 

6,009 3,564 2,445 23   

27 水産

林政

部 

林業振

興課 

みやぎ型

木質バイ

オマスス

マートタ

ウン構築

事業 

13,000 4,560 8,440 1,169   

28 水産

林政

部 

林業振

興課 

みやぎ CLT

普及促進

事業 

56,269 486 55,783 158 〇 
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

29 保健

福祉

部 

子育て

社会推

進課 

授乳室設

置促進事

業 

1,200 1,200 - 5   

１３事業 539,265 411,732 127,533 15,603   

３
気
候
変
動
の
影
響
へ
の
適
応 

30 水産

林政

部 

水産業

基盤整

備課 

海水温上

昇に対応

した持続

的養殖探

索事業 

3,590 3,590 - -   

31 農政

部 

農業・

園芸総

合研究

所 

主要露地

野菜生産

に関する

温暖化適

応技術開

発事業 

3,788 3,788 - -   

32 農政

部 

農業・

園芸総

合研究

所 

キク類栽

培におけ

る気候変

動への適

応推進事

業 

1,872 1,872 - -   

33 農政

部 

農業・

園芸総

合研究

所 

ＬＥＤを

用いたブ

ドウ及び

リンゴの

1,714 1,714 - -   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

着色促進

効果の検

証事業 

34 農政

部 

農業・

園芸総

合研究

所 

気候変動

に適応し

た農業技

術の効果

的な社会

実装事業 

8,030 8,030 - -   

35 農政

部 

古川農

業試験

場 

温暖化に

対応した

高温に強

いイネづ

くり開発

普及推進

事業 

3,866 3,866 - -   

36 農政

部 

古川農

業試験

場 

地球温暖

化に対応

した作物

病害虫管

理技術の

構築事業 

2,618 2,618 - -   

37 農政

部 

農業・

園芸総

果樹の凍

霜害軽減

991 991 - -   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

合研究

所 

技術の開

発 

38 農政

部 

畜産試

験場 

気象災害

に対応し

た牧草栽

培技術の

確立事業 

841 841 - 9   

39 環境

生活

部 

環境対

策課 

閉鎖性水

域水質保

全事業 

8,350 8,350 - -   

40 水産

林政

部 

水産業

振興課 

海況変化

を見据え

た新たな

水産資源

の持続的

活用推進

事業 

4,431 4,431 - -   

１１事業 40,091 40,091 - 9   

４
生
物
多
様
性
、
自
然
・
海

 

41 環境

生活

部 

自然保

護課 

生物多様

性総合推

進事業 

1,521 1,521 - -   

42 環境

生活

部 

自然保

護課 

希少野生

動植物保

護事業 

2,588 2,588 - -   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

43 環境

生活

部 

自然保

護課 

野生鳥獣

適正保護

管理事業

（ニホン

ジカ・イ

ノシシ個

体数調

整） 

18,292 18,292 - -   

44 環境

生活

部 

自然保

護課 

狩猟者確

保対策事

業 

3,455 3,455 - -   

45 環境

生活

部 

自然保

護課 

野生鳥獣

適正管理

事業（鳥

獣被害対

策専門指

導員等配

置） 

43,577 43,577 - -   

46 環境

生活

部 

自然保

護課 

野生鳥獣

生息状況

調査事業

（カワウ

調査） 

4,897 4,897 - -   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

47 環境

生活

部 

自然保

護課 

湿地環境

保全・利

活用事業 

24,172 24,172 - -   

48 環境

生活

部 

自然保

護課 

環境緑化

推進事業

（百万本

植樹事

業） 

3,100 3,100 - 2   

49 環境

生活

部 

自然保

護課 

蒲生干潟

見守り事

業 

321 321 - -   

50 環境

生活

部 

自然保

護課 

金華山島

生態系保

護保全対

策事業 

872 872 - -   

51 環境

生活

部 

自然保

護課 

昭和万葉

の森管理

事業（ア

カマツ林

保全事

業） 

1,300 1,300 - 3   

52 水産

林政

部 

水産業

基盤整

備課 

持続可能

なみやぎ

の漁場環

2,102 2,102 - 44   
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視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

境づくり

推進事業 

53 環境

生活

部 

自然保

護課 

宮城県森

林インス

トラクタ

ー養成講

座・受講

生サポー

ト事業 

440 440 - -   

54 水産

林政

部 

水産林

業政策

室 

未来へつ

なぐ豊か

な海づく

り事業 

663 663 - -   

１４事業 107,301 107,301 - 49   

５
地
球
循
環
共
生
圏
形
成
の
た
め
の
人
材
の
充
実 

55 教育

庁 

生涯学

習課 

自然の家  

人と自然

の交流事

業 

1,448 1,448 - -   

56 環境

生活

部 

環境政

策課 

みやぎ環

境税広報

事業 

6,624 6,624 - -   

57 経済

商工

観光

部 

観光政

策課 

みやぎエ

コ推進バ

ス運行補

助事業 

446 446 - 14   



 

24  

視

点 

No 部局 課・室 

・公所 

事業名 事業費（千円）                                CO2削減 

効果(t-

CO2) 

監

査

対

象 

R5決算額 R5完了 R6へ繰越 

58 環境

生活

部 

環境政

策課 

児童・生

徒のため

の環境教

育推進事

業 

1,399 1,399 - -   

59 教育

庁 

義務教

育課 

ルルブ

ル・エコ

チャレン

ジ事業 

2,145 2,145 - 417   

５事業 12,061 12,061 - 431   

県事業   ５９事業 1,510,941 1,284,841 226,100 36,507   

  

60 環境

生活

部 

環境政

策課 

環境創造

基金市町

村支援事

業 

314,703 314,703 - 6,665 〇 

合   計   ６０事業 1,825,644 1,599,545 226,100 43,172   

出所：令和６年１０月８日開催「環境福祉委員会」配布資料より包括外部監査人

が作成 
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第３章 外部監査の結果及び意見  

今回の監査の過程で発見された個別検出事項については、「指摘」と「意見」

に分けており、以下の判断基準によって区分したものである。  

区分  根拠規定  監査上の判断基準  

指摘  監査の結果（地方自治法第２

５２条の３７第５項）  

違法（法令、条例、規則等の違反） 

不当（違法ではないが、①行為の目的が、その

法令等の予定するものとは別のものである ②法

令等の運用の仕方が不十分である、又は不適切

である ③社会通念上、適切でないもの）  

意見  監査の結果に添えて提出する

意見（地方自治法第２５２条

の３８第２項）  

違法又は不当なもの以外で、包括外部監査人が

個別検出事項として記載することが適当と判断

したもの  

 

１ 指摘及び意見の要約  

指摘及び意見を性質ごとに要約すると以下のとおりとなる。なお、項目を表す

括弧書きの番号は下記【指摘及び意見の要約一覧表】における「問題点・原因」

の冒頭に記載の番号を参照されたい。 

 応募数等 

数年にわたり１者応募の状態にある事業（（３）- ①）、応募のなかっ

た事業（（９）- ①）、予定よりも非常に少ない応募のみの事業（（８）

- ②）及び活用率の低い事業（（１１）- ②）が存在した。特に１者応募

が続くことは健全な状態ではないと思慮される。 

 申請（変更を含む）時の確認 

相見積りとして提出された２つの見積書に高い類似性が認められる申請

が存在した（（１）- ➄ - ３）。相見積りの目的を達成するためにも、

申請時に各見積りが関連性のない異なる事業者が作成したものであるかの

視点で確認する必要がある。また、算定根拠資料の提出が求められている

が提出されていない申請（（１０）- ④）が存在した。 

申請時に利用するチェックリストの有効活用等の上記以外で申請（変更
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を含む）時の確認に関する指摘または意見は以下のとおりである。 

（１）- ②、（１）- ➄ - ２、（１）- ⑥ - １、（８）- ①、 

（１０）- ⑥ - １、（１０）- ⑥ - ２ 

 選定基準 

３メニューから構成されているが、各メニューの採択率に偏りのある事

業が存在した（（１）- ①）。これは、採択するにあたりＣＯ２削減効果

の最大化のみならず中小事業者への補助の側面を有していることから、中

小事業者が選定されやすいメニューが採択されていることが背景にある。

県の事業として中小事業者の支援を目的とすることは必要なことと思慮す

るが、事業効果として設定ないし定量化されていないことから客観的な評

価を通じた予算配分の最適化が担保されていない可能性がある。 

 財源 

県は森林環境譲与税とみやぎ環境税は使途を明確にわけていると公表し

ているが、併用されているため財源の付け替えが発生している事案が存在

した（（１１）- ①）。 

 実行 

要綱等への抵触はないものの、購入するＰＨＶ車が計画時点から変更さ

れ、よりハイブリッド燃料消費率の低い車両が購入されているが、変更理

由等の説明、検討がなされていない事案が存在した（（１０）- ➄ - 

１）。 

 報告書の提出 

実施効果及び活着状況等について報告を行うことが補助の条件として定

められているが、提出期限が設定されていない事業が存在した（（５）- 

①）。 

 事後調査・検証 

ＣＯ２削減効果の実績が計画を大きく上回るものの、事後検証が行われ

ていない事業が存在した（（１０）- ②）。良い効果が得られた場合はより

高い事業効果を得られた背景を確認し、今後の施策に活かせるよう、変動

理由について適切な検証を行うことが期待される。 
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同様に、事後検証が行われていないため同検証及び開示を行う必要があ

る等、県民に事業の有効性を説明するための取組み等の事後検証に関する

指摘または意見は以下のとおりである。 

（１）- ④、（４）- ② - １、（４）- ② - ２、（５）- ② - １、 

（５）- ② - ２、（６）- ① - ２、（７）- ① - １、（７）- ① - ２、

（１０）- ③ 

 公開情報 

添付資料５．に記載のとおり、みやぎ環境税は個人に課せられる超過課

税でもっとも高い。一方、森林環境譲与税とみやぎ環境税の目的の違い及

び使途のすみわけは専門性が高く、県から公開されている情報では県民に

理解しづらいように見受けられる（（１１）- ④）。 

ＦＡＱの更新漏れ、記載誤り、県民による事業の効果に対する理解を促

進するための見せ方等の上記以外で公開情報に関する指摘または意見は以

下のとおりである。 

（１）- ③、（２）- ①、（４）- ① - １、（４）- ① - ２、 

（６）- ① - １、（１０）- ①、（１０）- ➄ - ２、（１１）- ③ 

 文書化 

記録を残す、記載が鉛筆書きのためこれを見直す等の文書化に関する指

摘または意見は以下のとおりである。 

（１）- ➄ - １、（１）- ⑥ - ２、（１）- ⑦ 
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【指摘及び意見の要約一覧表】 

項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

（１）みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業 

①事業効果の

設定について 

 

49 意見 （（１）- ①） 

県は設定された事業効果であ

るＣＯ２削減効果の最大化のみ

ならず、中小事業者への支援等

の側面を考慮して予算配分等の

意思決定を行っているが、この

ような側面は事業効果として設

定ないし定量化されていないた

め、事業全体での予算配分に関

する客観性の確保が困難となっ

ている。 

意思決定の際に考慮している

左記のような側面は、可能な限

り事業効果として設定ないし定

量化し、事後的な評価を通じた

予算配分の最適化が可能となる

よう努める。 

具体的には、中小事業者にも

幅広く補助金を交付する可能性

も考慮し、中小企業による実行

の対象となりやすいメニューの

採択率ないし採択数を予算配分

の際に考慮する指標とすること

等が考えられる。 

②チェック

リストの

項目見直

しについ

て 

 

50 意見 （（１）- ②） 

申請者の利用するチェックリ

ストの項目のうち、補助金振込

先金融機関に関連する資料の項

目が実態にそぐわないことか

ら、当該項目が空欄となったま

ま手続が進められているケース

が複数確認されており、提出書

類の不足を見逃すことに繋がる

おそれがある。 

適時にチェックリストの項目

の見直しを検討する。  

③誓約書・

自認書に

51 意見 （（１）- ③） 県民の利便性向上という押

印廃止の目的が十分に達成さ
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

おける押

印につい

て 

 

本事業では、県民の利便性向

上を目的の一つとして、令和５

年度から、他の手続に比してよ

り厳格な確認が必要とされる誓

約書や自認書といった文書への

押印が不要とされている。 

環境政策課は当該方針の採用

に合わせ、誓約書や自認書の様

式を一部変更しているが、その

他の手段による明文化が行われ

ていない。 

このため、本事業において申

請者から書面で提出される誓約

書や自認書には、申請者による

押印がなされているものが混在

しており、押印廃止の目的が十

分に達成されていないおそれが

ある。 

れるよう、事業に関するＱ＆

Ａ等において、押印は省略可

能であることについての明文

化・周知を行う。  

④経過報告

業務の有

効性につ

いて 

 

51 意見 （（１）- ④） 

申請者は事業実施後の状況確

認、事業効果の継続的把握を目

的として、事業実施後翌々年度

の４月末まで事業経過報告書の

提出による経過報告が求められ

ている。 

この点、各種事業者の情報を

集約した一覧表の作成等は行わ

業務の有効性を高めるため、

広範な視野での分析、議論を行

い、これらの業務から得られた

知見を文書化して共有可能にす

ることで、検証結果をより一層

今後の施策に活かしていく。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

れているものの、集約した情報

から示唆を得るために必要とな

る、分析結果の文書化等は行わ

れていないことから、当該経過

報告が今後の施策に活かすため

の広範な視点での検討、議論に

繋がっていないおそれがある。 

⑤高効率設

備等導入

事業につ

いて 

 

53 指摘 （（１）- ➄ - １） 

高効率設備等の導入にかかる

みやぎ二酸化炭素排出削減支援

事業実績報告書が、交付要綱の

定める提出期限である事業完了

後一月を超過して提出されてい

る事例が確認されるものの、こ

の点について特段の文書化がな

されないまま承認がなされてい

る。したがって、承認プロセス

の合規性に関する事後的な検証

が困難となり、承認プロセス、

ひいては交付要綱の形骸化を招

くおそれがある。 

交付金制度の透明性と公平性

を維持するため、遅延理由等の

検証や承認過程について、適切

な文書化を行う。 

また、このような提出期限の

遅延が生じた場合であっても、

業務への支障を抑えつつ各種手

続の実効性を確保できるよう、

提出期限の遅延が生じた際に必

要となる手続を、予め文書等で

明確化する。 

53 指摘 （（１）- ➄ - ２） 

補助金交付申請書の添付書類

の記載に漏れがあるにもかかわ

らず、補助金交付申請書が通常

と同様に承認されている事例が

確認される。追加の確認作業や

不備を解消したうえで改めて

申請書の承認を行う。仮に不備

の内容が軽微なために差し戻し

を行わない場合であっても、当

該不備が生じた理由について申

請事業者への確認等を行い、正
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

訂正を求める措置が取られない

場合、不正確な情報に基づく承

認行為を招き、結果として交付

金の適正な交付が妨げられるお

それがある。 

確な情報を文書化したうえで承

認を行う。 

54 意見 （（１）- ➄ - ３） 

交付要綱に則り、補助金交付

申請書の添付書類として、相見

積もりの証跡である２社の見積

書が提出されているが、地理的

な近接、見積書の様式の類似

性、見積日付の一致等、適切に

取得された相見積もりではない

可能性を示唆する要素が存在す

る。 

しかしながら、追加の確認等

がなされないまま、補助金交付

申請書への承認がなされてお

り、適切な相見積もりが行われ

ていない場合は、正当な取引価

格を超過する交付金が交付さ

れ、県の予算の適切な執行を害

するおそれがある。 

なお、本外部監査の過程で県

による追加の検証手続が行われ

た結果、２社の間に密接な関係

は識別されていないことから、

適切に取得された相見積もり

ではない可能性を示唆する要素

がないかという観点で批判的な

検証を行い、仮にそのような要

素が検出された場合は、供給業

者の選定過程の確認等の追加的

な検証手続を行うことで、交付

金の使途の透明性の確保に努め

る。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

これらの事項は補助金交付の正

当性を損なうものではない。 

⑥ 再生可能

エネルギ

ー等設備

導入事業

について 

 

54 意見 （（１）- ⑥ - １） 

申請者からの提出が必要とな

るチェックシートにおいて、申

請者によるチェック証跡のない

項目が複数存在しており、チェ

ック証跡がないことについて、

県がその正当性を確認した証跡

もないことから、申請時の資料

提出に漏れが生じるおそれや、

県側での確認状況を事後的に確

かめることができないおそれ、

ひいては資料提出及び確認作業

の透明性・有効性が低下するお

それがある。 

仮に該当がない項目であって

も、斜線を引く等の方法でその

旨を明記する。また、チェック

証跡の記載者を明確にするた

め、申請事業者と県の担当者が

それぞれチェック証跡を記載で

きるよう、現在単一で設けられ

ているチェックリストのチェッ

ク欄を複数とする、県が確認証

跡の記載に用いる用具や色、記

載方法を統一するなどの対応を

行う。 

55 意見 （（１）- ⑥ - ２） 

補助金の確定に際して県が作

成する補助事業履行確認調査復

命書において、鉛筆書きで修正

又は加筆した箇所が数箇所存在

するが、修正者、修正日及び訂

正印が残されていないことか

ら、手続の透明性・正当性が損

なわれる可能性がある。 

修正履歴を適切に把握、管理

できるよう、訂正印を残す等の

対応を行う。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

⑦研究開発

等事業に

ついて 

 

55 意見 （（１）- ⑦） 

県が事業の実施結果の妥当性

を確認する際に行う、経費区分

別の予実分析において、分析フ

ォーマット上の「乖離が過大

（２０％超）な理由」という記

載項目への該当事由があるにも

かかわらず、理由の記載がなさ

れていない。この点、記載を不

要と判断した根拠は存在するも

のの、根拠の文書化もなされて

いない。担当者の判断の根拠が

適切に文書化されておらず、他

の者による客観的な検証が困難

になっているため、確認作業の

形骸化をもたらすおそれがあ

る。 

フォーマットに沿って明確に

記載を行う、仮に重要性が乏し

いと判断された場合であって

も、その根拠を適切に文書化す

る。また、重要性の判断が担当

者による恣意的なものとならな

いよう、例えば金額的な閾値を

定めるといった対応を行うこと

が考えられる。 

（２）２０５０ゼロカーボン推進事業 

① 令和４年

度新みや

ぎグリー

ン戦略プ

ランにお

ける事業

効果（計

画値）の

58 指摘 （（２）- ①） 

令和４年度新みやぎグリーン

戦略プランにおける事業効果

（計画値）は１６，２９７ｔ－

ＣＯ２となっているが、この数

値には誤りがあり、正確には４

６３ｔ－ＣＯ２である。令和 4

年度の計画値は他の年度や実績

と比較しても異常の水準である

時系列での推移や、計画と実

績の乖離状況を分析、検証する

ことで、成果を評価するのみな

らず、事業上の課題を特定し、

今後の施策の改善に活かしてい

く。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

誤りにつ

いて 

 

ため、分析により計算誤りを異

常値として識別することは容易

であり、当該誤りがこれまで認

識されていなかった事実は、県

による事業効果の検証、ひいて

は財源の活用の有効性にも懸念

を生じさせるおそれがある。 

（３）スマートエネルギー住宅普及促進事業 

①１者応募

について 

 

61 意見 （（３）- ①） 

公募により事業者を募集して

いるところ、依然として１者応

募の状況が平成３０年から継続

している。 

複数の事業者を比較検討し、

自治体にとって最適な選択が可

能となるよう、補助対象者要件

を満たすと考えられる事業者や

関連団体に対し本事業の周知を

図る等、より競争を促すことを

検討・実施するべきである。 

（４）温暖化防止間伐推進事業 

①事業効果

について 

 

63 意見 （（４）- ① - １） 

事業効果であるＣＯ２削減効

果について、計画値は単年度の

削減効果、実績値は累積削減効

果で公表されており、比較可能

性が損なわれている。県は累計

削減効果の計算式を公表してお

らず、現状の県の計画値及び実

績値の公表方法では、県民が事

業の進捗状況の良否を判断する

ことが困難である。 

事業効果を県民が適切に理解

できるよう、事業効果は計画、

実績ともに同じ計算方法で算出

した値を用いる。 



 

35  

項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

63 意見 （（４）- ① - ２） 

ＣＯ２削減効果の単年度の実

績は計画値を大きく下回ってい

るが、この点は原因を含め公表

されておらず、県民の理解に資

する開示がなされていない。 

計画値と実績値の乖離が大き

い場合には、県民の理解に資す

るように、その原因について開

示を行う。原因分析をもとに次

回の事業選定に繋げるなど、効

果的な予算の使い方についても

検討を行う。 

②確認調査

について 

 

65 意見 （（４）- ② - １） 

現地調査に際して、県は温暖

化防止森林づくり推進事業確認

調査要領に基づき、３．０ｈａ

未満の植栽施行地とその他の施

行地は施行地数が１０％以上と

なるように任意で確認対象を選

定している。実施した面積をも

とに補助金額が確定するという

制度であり、面積の確認を目的

とする現地調査は重要であるに

もかかわらず、現地調査の選定

先の決定方法には基準がなく、

恣意性が入る余地がある。 

現地調査の選定方法につい

て、県としての方針（選定対象

とすべき視点）を示す等の、恣

意性が排除できる方法を検討す

る。 

65 意見 （（４）- ② - ２） 

温暖化防止森林づくり推進事

業確認調査要領に基づき、ＧＩ

Ｓデータ、野帳、整備された写

真等により施行内容が確認でき

るものについては、現地調査を

人材育成支援等を通じて、作

業者によるＧＩＳデータ等の作

成を普及することが望ましい。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

省略することが可能となってい

るが、現状では、ＧＩＳデータ

等の作成が難しい事業者が一定

程度存在するため、効率化への

寄与は限定的となっている。 

（５）チャレンジ！みやぎ５００万本造林事業 

① 低コスト

再造林の

実践提案

を行う事

業体に対

する補助

の事業効

果につい

て 

68 意見 （（５）- ①） 

補助の条件には、事業実施後

３年間にわたり低コスト造林の

実施効果及び活着状況等につい

て報告を行うことが定められて

いるが、提出期限が設定されて

いない。そのため、県は報告を

提出するように求めているが、

提出状況は芳しくない。 

報告の期限を設定し、報告

を適切な時期に入手すること

が望ましい。 

②確認調査

について 

 

68 意見 （（５）- ② - １） 

現地調査に際して、県は温暖

化防止森林づくり推進事業確認

調査要領に基づき、３．０ｈａ

未満の植栽施行地とその他の施

行地は施行地数が１０％以上と

なるように任意で確認対象を選

定している。実施した面積をも

とに補助金額が確定するという

制度であり、面積の確認を目的

とする現地調査は重要であるに

もかかわらず、現地調査の選定

現地調査の選定方法につい

て、県としての方針（選定対象

とすべき視点）を示す等の、恣

意性が排除できる方法を検討す

る。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

先の決定方法には基準がなく、

恣意性が入る余地がある。 

68 意見 （（５）- ② - ２） 

温暖化防止森林づくり推進事

業確認調査要領に基づき、ＧＩ

Ｓデータ、野帳、整備された写

真等により施行内容が確認でき

るものについては、現地調査を

省略することが可能となってい

るが、現状では、ＧＩＳデータ

等の作成が難しい事業者が一定

程度存在するため、効率化への

寄与は限定的となっている。 

人材育成支援等を通じて、作

業者によるＧＩＳデータ等の作

成を普及することが望ましい。 

（６）マツ林景観保全事業 

①事業効果

について 

71 意見 （（６）- ① - １） 

事業効果であるＣＯ２削減効

果について、計画値は単年度の

削減効果、実績値は累積削減効

果で公表されており、比較可能

性が損なわれている。県は累計

削減効果の計算式を公表してお

らず、現状の県の計画値及び実

績値の公表方法では、県民が事

業の進捗状況の良否を判断する

ことが困難である。 

事業効果を県民が適切に理解

できるよう、事業効果は計画、

実績ともに同じ計算方法で算出

した値を用いる。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

②確認調査

について 

71 意見 （（６）- ① - ２） 

温暖化防止森林づくり推進事

業確認調査要領に基づき、ＧＩ

Ｓデータ、野帳、整備された写

真等により施行内容が確認でき

るものについては、現地調査を

省略することが可能となってい

るが、現状では、ＧＩＳデータ

等の作成が難しい事業者が一定

程度存在するため、効率化への

寄与は限定的となっている。 

人材育成支援等を通じて、作

業者によるＧＩＳデータ等の作

成を普及することが望ましい。 

（７）ナラ林等保全対策事業 

①確認調査に

ついて 

 

73 意見 （（７）- ① - １） 

現地調査に際して、県は温暖

化防止森林づくり推進事業確認

調査要領に基づき、３．０ｈａ

未満の植栽施行地とその他の施

行地は施行地数が１０％以上と

なるように任意で確認対象を選

定している。実施した面積をも

とに補助金額が確定するという

制度であり、面積の確認を目的

とする現地調査は重要であるに

もかかわらず、現地調査の選定

先の決定方法には基準がなく、

恣意性が入る余地がある。 

現地調査の選定方法につい

て、県としての方針（選定対象

とすべき視点）を示す等の、恣

意性が排除できる方法を検討す

る。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

 73 意見 （（７）- ① - ２） 

温暖化防止森林づくり推進事

業確認調査要領に基づき、ＧＩ

Ｓデータ、野帳、整備された写

真等により施行内容が確認でき

るものについては、現地調査を

省略することが可能となってい

るが、現状では、ＧＩＳデータ

等の作成が難しい事業者が一定

程度存在するため、効率化への

寄与は限定的となっている。 

人材育成支援や広報等を通じ

て、作業者によるＧＩＳデータ

等の作成を普及することが望ま

しい。 

（８）県産材利用サステナブル住宅普及促進事業 

① 新築住宅

支援につ

いて 

 

75 指摘 （（８）- ①） 

申請者からの提出が遅れた申

請書類について、申請書類であ

る「チェックリスト」及び審査

資料である「補助金交付申請書

新築住宅支援審査用チェックリ

スト」の提出済み欄へのチェッ

クが漏れている。本来であれば

審査の時点で両者にチェック証

跡が記載されるべきであること

から、チェックリストを用い

た、申請書類の網羅性に関する

確認作業が形骸化しているおそ

れがある。 

書類の提出が遅れている申請

を個別に管理し、未了事項を把

握できる状態にすることで、提

出書類の網羅性の確認を徹底す

る。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

② 住宅リフ

ォーム支

援につい

て 

 

76 意見 （（８）- ②） 

令和５年度においては、事業

量として４０棟分を予定してい

たところ、実際の申請数及び交

付決定数は５件にとどまり、事

業効果の計画からの下振れ要因

となっている。背景としては、

補助要件の一つである県産材の

利用量が立米単位のみで定めら

れていたため、床や壁等、平面

のリフォームにおいては要件が

充足されず、申請を見送るケー

スが多く生じたことが想定され

る。 

相談会の開催等により、住宅

リフォーム支援の認知度向上に

取り組むとともに、補助要件に

ついて、申請に当たりボトルネ

ックとなっている県産材利用量

の下限値等について効果が認め

られる範囲にて継続的な見直し

を行い、より支援制度が利用さ

れるような取組みを推進する。 

（９）みやぎＣＬＴ普及促進事業 

①ＣＬＴユニ

ット建築

支援事業

について 

 

78 意見 （（９）- ①） 

本メニューは令和５年度にお

いて申請実績及び交付実績がな

く、事業効果の創出に繋がって

いないことから、利用促進のた

めの措置を講じていく必要があ

る。 

相談会の開催など、ＣＬＴユ

ニット建築支援事業の認知度向

上に取り組むとともに、申請要

件や募集方法を見直し、実際に

事業が利用されるような取組み

を推進する。 

（１０）環境創造基金市町村支援事業 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

① 交付要綱

別表とＱ

＆Ａの内

容の相違

について 

80 指摘 （（１０）- ①） 

「ＬＥＤ照明からＬＥＤ照明

への更新、ＬＥＤ照明（街路灯

等を含む）の新設に係る経費」

は、交付要綱別表３にて交付対

象外経費の例としてあげられて

いる一方、みやぎ環境交付金事

業Ｑ＆Ａでは交付対象となり得

ると記載されている。これはＱ

＆Ａの改訂が遅れていることに

よるものであり、公表情報の正

確性を損なうおそれや、申請誤

りを招くおそれがある。 

要綱、Ｑ＆Ａ等の一貫性確保

のため、関係個所を同時に改

訂、公表するための情報更新の

プロセスを整備する。 

② 仙台市の

アクショ

ンプログ

ラム推進

事業及び

省エネ家

電買い替

えキャン

ペーン事

業（メニ

ュー選択

型）につ

いて 

81 意見 （（１０）- ②） 

アクションプログラム推進事

業は、次世代自動車を導入する

中小企業者に対し補助を行う事

業であり、事業費や次世代自動

車の導入実績は計画比で１０～

２０％ほどの微増の推移となっ

ているが、ＣＯ２削減効果は計

画比で約３倍となっている。 

同様に、省エネ家電買い替え

キャンペーン事業においても、

事業費が計画比で横ばいの推移

となる一方で、ＣＯ２削減効果

ＣＯ２削減効果が計画対実績

で大きく増加している場合は、

より高い事業効果を得られた背

景を確認し、今後の施策に活か

せるよう、変動理由について適

切な検証を行う。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

は計画比で約３倍となってい

る。 

しかしながら、これらの著し

い増加の背景について、県によ

る検討、確認はなされていな

い。 

③ 石巻市の

公用車へ

のＰＨＥ

Ｖ導入事

業（メニ

ュー選択

型）につ

いて 

81 指摘 （（１０）- ③） 

本事業は、ガソリン車をＰＨ

Ｖ車へ置き換えることを目的と

した事業であるが、市の算定し

たＣＯ２削減効果は、置き換え

前のガソリン車の二酸化炭素排

出量のみに基づき計算されてい

る。この場合、置き換え後のＰ

ＨＶ車からの二酸化炭素排出量

がゼロであることが前提となる

が、この点について何らの説

明、検討がなされていない。 

ＣＯ２削減効果の算定方法が

実態と整合しているか、算定方

法の前提が適切か、といった点

について、適切な検証を行い、

交付の決定に利用する情報の正

確性を確認する。 

④ 石巻市の

太陽光発

電等普及

促進事業

（メニュ

ー選択

型）につ

いて 

82 指摘 （（１０）- ④） 

事業実施に際して市から提出

された事業実施計画書及び実績

報告書において、それぞれＣＯ

２削減効果が記載されている一

方、同事業実施計画書及び実績

報告書にて「算定根拠資料が別

にある場合は添付すること」と

されているにもかかわらず、算

ＣＯ２削減効果が記載されて

いる以上、算定根拠資料が存在

することは明らかであるため、

根拠資料について適切に徴求を

行う。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

定根拠資料の提出はなされてお

らず、未提出の背景についても

文書化されていない。 

⑤ 登米市の

公用車Ｐ

ＨＶ導入

事業（メ

ニュー選

択型）に

ついて 

82 意見 （（１０）- ➄ - １） 

要綱等への抵触はないもの

の、購入するＰＨＶ車が計画時

点から変更され、よりハイブリ

ッド燃料消費率の低い車両が購

入されている点について、変更

理由等の説明、検討がなされて

いない。また、車両変更との因

果関係は定かではないが、ＣＯ

２削減量は計画から約６０％減

少している。 

二酸化炭素削減量は燃料消費

率のみで図られるものではない

が、特にＣＯ２削減効果の実績

が計画を大きく下回っているよ

うな状況下では、車種変更等、

支出内容の変更理由の合理性に

ついても、適切な検証を行う。 

82 意見 （（１０）- ➄ - ２） 

実績報告書上、ＣＯ２削減効

果は様式に則り実績値のみが記

載されていることから、計画と

実績が比較できるような形での

記載はなされておらず、上記Ｃ

Ｏ２削減量の減少の背景につい

ても検討、確認がなされていな

い。 

事業効果という重要な指標で

あることを考慮し、計画値と実

績値の比較が容易になるよう、

両者を併記する枠を設ける。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

⑥ 村田町の

ソーラー

証明及び

ＰＨＶ導

入を契機

としたＣ

Ｏ２削減

と防犯・

防災対応

能力向上

事業（市

町村提案

型）につ

いて 

83 指摘 （（１０）- ⑥ - １） 

交付要綱には、交付決定に係

る年度の２月末までに事業実績

報告書を提出することが定めら

れているが、町は計画期間を２

月末から３月末まで延長する内

容の計画変更承認申請書を３月

２８日に提出し、その後みやぎ

環境交付金（メニュー選択型）

事業実績報告書の提出がなされ

ていることから、提出期限の遅

延が認められる。当該遅延につ

いては両自治体の担当者間でコ

ミュニケーションが行われ、関

係者への情報共有もなされてい

たことから、計画変更及び事業

実績報告書は通常と同様に承認

されているが、遅延の事実に関

する県の判断は文書化されてい

ない。したがって、承認プロセ

スの合規性に関する事後的な検

証が困難となり、承認プロセ

ス、ひいては交付要綱の形骸化

を招くおそれがある。 

交付金制度の透明性と公平性

を維持するため、県は遅延理由

等の検証や承認過程について、

適切な文書化を行う。 

また、このような提出期限の

遅延が生じた場合であっても、

業務への支障を抑えつつ各種手

続の実効性を確保できるよう、

提出期限の遅延が生じた際に必

要となる手続を、予め文書等で

明確化する。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

84 指摘 （（１０）- ⑥ - ２） 

交付金を財源として導入する

設備の種類を変更したケースが

あり、みやぎ環境交付金事業Ｑ

＆Ａに照らして事業計画の変更

承認が必要となる状況に該当す

るにもかかわらず、町及び県の

担当者は、費目間での流用が生

じないことから、計画の変更承

認は不要と判断していた。この

ため、事業計画の変更承認申請

及び県による変更承認が行われ

ておらず、上記Ｑ＆Ａへの抵触

が認められる。 

関係者が変更承認の要否を適

切に認識・判断できるよう、指

導及び情報周知を強化し、規定

に基づいた手続を遵守する体制

を整備する。 

（１１）森林環境譲与税に関する事業-みやぎ環境税とのすみわけ- 

① 森林環境

譲与税と

みやぎ環

境税を併

用した事

業につい

て 

94 指摘 （（１１）- ①） 

県は県税のみやぎ環境税と国

税の森林環境譲与税について、

使途を明確にわけていると公表

している一方で、市町村が行う

事業において、みやぎ環境税と

森林環境譲与税を併用して行っ

ている事業が存在する。県は該

当の事業について、既存事業の

補助裏に森林環境譲与税を充当

しているため、単なる財源付け

替えであり、森林環境譲与税の

みやぎ環境税と森林環境譲与

税の使途の違い、及び併用は不

可であることを、市町村に対し

て丁寧な説明が必要である。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

趣旨である未整備森林の追加的

な解消にも当たらないことか

ら、森林環境譲与税を使用する

事業ではないと認識している 

②市町村で

の活用状

況につい

て 

95 意見 （（１１）- ②） 

森林環境譲与税について、市

町村別の活用率（活用実績／国

から市町村への譲与額）が低い

市町村が複数存在しており、本

制度の目的を十分に果たせてい

ないおそれがある。 

市町村の活用率にはばらつき

があるため、特に活用率が非常

に低い市町村に対し積極的な意

見収集を行い、必要な措置を県

の事業として行う。また森林が

少なく、単独では事業を行うこ

とが難しい市町村に対しては、

県全体での連携ができるよう働

きかけを行う。 

③ 市町村で

の活用状

況一覧の

公表につ

いて 

96 意見 （（１１）- ③） 

森林環境税及び森林環境譲与

税に関する法律では、県は森林

環境譲与税を、「同税を用いた

市町村による森林整備」の支援

のために活用することとされて

いるため、県による事業効果

は、各市町村における活用実績

で図られるべきと考えられる。

この点、各市町村における活用

実績の情報は、県により把握さ

れているものの、一覧性のある

総合的な活用実績の情報は公開

されておらず、事業効果が県民

市町村の活用実績一覧を県の

事業効果として開示する。 
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項目 ペ ー

ジ 

 区

分 

【問題点・原因】  【結果（指摘、意見）】  

へ適切に示されていないおそれ

がある。 

④県民への

周知につ

いて 

97 意見 （（１１）- ④） 

「森林環境譲与税」と「みや

ぎ環境税」の目的の違い及び使

途のすみわけについて、専門性

が高いことにより県民に理解し

づらいように見受けられる。県

知事も令和６年６月３日の記者

会見において、すみわけを周知

することの必要性に言及してい

たものの、みやぎ環境税に関す

る県のホームページにおいて資

料「「森林環境譲与税」と「み

やぎ環境税」の概要」にとどま

っており、県民に二重課税との

懸念を払拭できていない可能性

がある。 

負担している県民の理解を促

進するため、両税の目的及び使

途のすみわけについて、より平

易な表現で、継続的に行うこと

が望ましい。 

 

 

２ 個別検出事項 

（１） みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

２０５０年ゼロカーボン社会の実現に向けて、県内の事業活動に起因する二酸 

化炭素排出量の⼀層の削減を図るため、県内事業者等による再エネ・省エネ等の

取組みを総合的に支援する。 
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② 事業内容 

省エネ・再エネの設備導入や研究開発等に要する経費の⼀部助成、省エネ・再

エネの課題解決を支援するコーディネーターの派遣、脱炭素燃料研究会の開催等

を行う。 

 

③ 所管部局・課 

環境生活部 環境政策課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・補助金等交付規則 

・みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金交付要綱 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 281,411 310,044 313,266 

決算額 263,902 296,141 309,321 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 3,835 4,588 2,672 

実績 2,269 3,171 2,407 

 

【指摘及び意見】 

① 事業効果の設定について 

本事業は①高効率設備等導入事業、②再生可能エネルギー等設備導入事業及び
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③研究開発等事業の３メニューから構成されており、各メニューの採択率（交付

決定数/交付申請数）は下表の通り推移している。 

【メニュー別の採択率の推移】 

単位：％ 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①高効率設備等導入事業 82.0 93.8 91.9 

②再生可能エネルギー等設備

導入事業 

53.8 30.8 58.1 

③研究開発等事業 33.3 66.7 40.0 

出所：環境政策課作成資料 

 

事業効果であるＣＯ２削減効果を最大化する上では、ＣＯ２の排出を抑制す

る①のメニューよりも、そもそもＣＯ２を排出しない②のメニューの方が、基

本的に費用対効果が高いものの、②の採択率は①に比して低水準で推移してい

る。 

さらに、令和５年度においては、①のメニューで交付額が当初予算を下回る

一方、②のメニューでは交付額が当初予算を上回り、結果として、①のメニュ

ーでは補助要件を満たせば基本的に申請が採択されている一方、②のメニュー

では各申請内容が吟味され、環境負荷低減効果が特に大きい申請等が優先的に

採択される状況となっている。 

したがって、②のメニューにおいて、事業効果に関する機会損失が一定程度

の規模で生じていることが考えられ、事業効果の最大化のために最適な予算配

分がなされているとは言い難い。 

この点、県としては、事業効果の最大化のみならず、経済的余裕の少ない中

小事業者にも幅広く補助金を交付すること等も考慮しており、比較的少額での

設備投資が可能な①への予算配分を優先している（令和６年１０月２９日に実

施した担当課（環境政策課）に対する質疑応答）。 

 

（意見１） 

県は設定された事業効果の最大化のみならず、中小事業者への支援等の側面を

考慮して予算配分等の意思決定を行っているが、このような側面は事業効果とし
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て設定ないし定量化されていないため、事業全体での予算配分の客観性の確保が

困難となっている。したがって、このような側面についても、可能な限り事業効

果として設定ないし定量化し、客観的な評価を通じた予算配分の最適化が可能と

なるよう努めるべきである。 

具体的には、中小事業者にも幅広く補助金を交付する可能性も考慮し、中小企

業による実行の対象となりやすいメニューの採択率ないし採択数を予算配分の際

に考慮する指標とすること等が考えられる。 

② チェックリストの項目見直しについて 

各メニューにおいて申請時に用いられる「実績報告書提出物チェックリスト」

では、「補助金振込先金融機関の通帳又はキャッシュカードの写し」の提出が求

められているが、振込先が当座預金の場合等においては、預金口座の番号が存在

するのみであり、通帳やキャッシュカードは存在しないことから、これらの資料

の提出は不可能である。 

このため、結果的にチェックリストに定める振込先金融機関に関する資料が提

出されていない申請が存在し、チェックリストの当該項目を空欄としたまま実績

報告書及び本チェックリストが県に提出されているケースが複数確認された。 

 

（意見２） 

チェックリストは提出書類の網羅性を確認するうえで重要な資料であり、空欄

としたまま提出及び県による確認がなされている現状は、提出書類の不足を見逃

すことに繋がるおそれがある。 

したがって、チェックリストの項目が実態にそぐわない状況が識別される場

合、適時に項目の見直しを検討すべきである。また、仮にチェックリストが空欄

となる場合であっても、申請者がその旨や根拠に関する説明を記載し、県が確認

作業時に証跡を残す等、チェックリストの実効的な利用に繋げるための運用の周

知・指導がなされるべきである。 

 

③ 誓約書・自認書における押印について 

県は行政手続のデジタル化や書面等の簡素化による県民の利便性向上や庁内業

務の効率化を目的とし、他の手続に比してより厳格な確認が必要とされる誓約書



 

51  

や同意書、証明書などについても、各所管部局・課の判断で押印を不要とするこ

とを可能としているため、本事業においても、令和５年度から、誓約書や自認書

への押印は不要とされている。環境政策課は当該方針を採用した際、誓約書や自

認書の様式を変更し、署名欄の横にあった押印欄を削除しているが、その他の手

段による明文化は行っていない。 

このため、本事業において申請者から書面で提出される誓約書や自認書には、

申請者による押印がなされているものといないものが混在している。 

 

（意見３） 

県民の利便性向上を目的の一つとして文書への押印を省略可能としているにも

かかわらず、押印がなされている文書が散見されるのであれば、県は押印廃止の

目的が十分に達成されるよう、事業に関するＱ＆Ａ等において、押印は省略可能

であることについての明文化・周知を行うべきである。 

 

④ 経過報告業務の有効性について 

各事業において交付金が確定し、支払がなされることで事業が終了した後も、

事業実施後の状況確認、事業効果の継続的把握を目的として、各事業者は事業実

施後翌々年度の４月末まで、事業経過報告書の提出による経過報告が求められて

いる。当該経過報告には、各事業者における事業実施後の事業効果を把握するこ

とで、導入設備の適切な使用や効果の検証、更なる省エネ・再エネへ向けた環境

産業コーディネーターの伴走支援に繋げるといった目的がある中（令和６年１０

月２９日に実施した担当課（環境政策課）に対する質疑応答）、各種事業者の情

報を集約した一覧表の作成等は行われているものの、集約した情報から示唆を得

るために必要となる、分析結果の文書化等は行われていない。 

 

（意見４） 

経過報告により集約した情報から示唆を得るために必要となる、分析結果の文

書化等がなされていないという事実は、当該経過報告が今後の施策に活かすため

の広範な視点での検討、議論に繋がっていないことを示唆しており、上記業務の

有効性に疑念を生じさせる。 



 

52  

県は業務の有効性を高めるため、広範な視野での分析、議論を行い、これらの

業務から得られた知見を文書化して共有可能にすることで、検証結果をより一層

今後の施策に活かしていくべきである。 

 

⑤ 高効率設備等導入事業について 

ケース１ 

交付要綱第１２においては「補助事業等実績報告書は、補助事業等の完了若し

くは廃止の承認の日から一月を経過した日又は交付の決定のあった日の属する県

の会計年度の翌年度の四月二十日のいずれか早い日までに提出しなければならな

い。ただし、知事が特に必要と認めるときは、提出期限を繰り上げ、又は繰り下

げることができる。」と定められているところ、提出期限の繰り下げについての

文書化がなされないまま、高効率設備等の導入にかかる事業完了後、一月を超過

して提出されたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業実績報告書を、承認している

事例が確認された。 

県は、提出遅延は書類作成に時間を要していることによるものでありやむを得

ないものという判断の下、実績報告書を通常と同様に承認しているが、上記の判

断について特段の文書化はなされていない。 

 

ケース２ 

高効率設備等導入の申請に当たり、補助金交付申請書の添付書類として県に提

出された補助対象一覧表の記載内容が、添付書類である見積書や収支予算書と整

合していない事例が確認された。具体的には、補助対象一覧表において、ボイラ

制御盤2台の記載が漏れている。この事例では、県による追加の確認等や申請書

の差し戻し等が行われた形跡はなく、補助金交付申請書は通常と同様に承認され

ている。 

 

ケース３ 

高効率設備等導入の申請に当たり、補助金交付申請書の添付書類として、相見

積もりの証跡である２社の見積書が提出されている。これは、交付要綱別表６に

て、補助金交付申請書の添付書類として、事業に関する参考見積書（２社以上の
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相見積もり）の提出が求められていることに則ったものである。両見積書を確認

したところ、下記の事項が識別されたが、この点について、県による追加の確認

等は行われておらず、補助金交付申請書は通常と同様に承認されている。 

・地理的に非常に近接している 

・見積書の内訳書の情報が、いずれも内訳、数量、単位、単価、金額、備考の

順に表形式で記載されており、類似性が認められる 

・２社の見積書の日付が一致している 

なお、本外部監査の過程で県による追加の検証手続が行われた結果、２社の間

に密接な関係は識別されていないことから、これらの事項は補助金交付の正当性

を損なうものではない。 

 

（指摘１） 

必要資料の提出の遅延が生じているにもかかわらず遅延に関する県の見解が文

書化されないまま承認が行われる場合、承認プロセスの合規性に関する事後的な

検証が困難となり、承認プロセス、ひいては交付要綱の形骸化を招くおそれがあ

る。交付金制度の透明性と公平性を維持するため、県は遅延理由等の検証や承認

過程について、適切な文書化を行う必要がある。 

また、このような提出期限の遅延が生じた場合であっても、業務への支障を抑

えつつ各種手続の実効性を確保できるよう、県は提出期限の遅延が生じた際に必

要となる手続を、予め文書等で明確化する必要がある。 

 

（指摘２） 

提出された添付書類に不一致がみられるにもかかわらず、追加の確認作業や訂

正を求める措置が取られない場合、不正確な情報に基づく承認行為を招き、結果

として交付金の適正な交付が妨げられる可能性がある。 

ケース２では、補助対象一覧表に不備が認められることから、本来であれば申

請書を一度差し戻し、不備を解消したうえで改めて申請書の承認がなされる必要

がある。また、仮に差し戻しを行わない場合であっても、当該不備が生じた理由

について申請事業者への確認等を行い、正確な情報を文書化したうえで承認がな

される必要がある。 
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（意見５） 

県は、取引の透明性を確保し、正当な取引価格を超過する交付金が交付される

ことを防止するために相見積もりを行っており、適切な相見積もりが行われてい

ない場合はその実効性に疑義が生じ、ひいては県の予算の適切な執行を害するお

それがある。したがって、本ケースにおいては実質的な問題が識別されなかった

ものの、県は提出された見積書を、適切に取得された相見積もりではないことを

示唆する要素がないかという観点で批判的に検証し、仮にそのような要素が検出

された場合は、供給業者の選定過程の確認等の追加的な検証手続を行うことで、

交付金の使途の透明性を確保すべきである。 

 

⑥ 再生可能エネルギー等設備導入事業について 

再生可能エネルギー等設備の導入にかかる申請に際しては、みやぎ二酸化炭素

排出削減支援事業(再生可能エネルギー等設備導入事業)提出書類確認表（チェッ

クシート）の提出が必要となっているが、同資料において、申請者によるチェッ

ク証跡のない項目が複数存在する。また、申請者によるチェック証跡がないこと

について、県がその正当性を確認した証跡もない。 

さらに、上記補助金の確定に際して県が作成する補助事業履行確認調査復命書

において、①実績報告書の提出日、②対象事業者の住所及び③国の補助金交付額

が、鉛筆書きで修正、又は、加筆した箇所が３箇所存在するが、修正者、修正日

及び訂正印は残されていない。 

 

（意見６） 

チェックシートは必要資料が漏れなく提出されたことを確認するために用いら

れるシートであるため、チェック証跡が存在しない場合は、申請時の資料提出に

漏れが生じるおそれや、県側での確認状況を事後的に確かめることができないお

それが生じ、ひいては資料提出及び確認作業の透明性・有効性が低下することと

なる。したがって、仮に該当がない項目であっても、斜線を引く等の方法でその

旨を明記すべきである。 

また、チェック作業の責任関係を明確にするためには、チェック証跡が申請事
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業者及び県のいずれによって残されたものであるのか、判別可能にすることが望

ましい。したがって、チェック欄を申請事業者と県の担当者がそれぞれチェック

証跡を記載できるよう、チェックリストのチェック欄を複数設けたり、県が確認

した証跡については記載に用いる用具や色、記載方法を統一したりすることが望

ましい。 

 

（意見７） 

補助事業履行確認調査復命書は、申請事業者から提出された事業実績報告書の

内容について、補助金交付規則に則り県の担当者が調査・確認した結果を知事へ

報告する資料であるため、その内容が鉛筆で加筆修正されており、修正者や修正

日が不明になっているという事実は、手続の透明性・正当性を損なうおそれがあ

るという点で望ましくない。したがって、修正履歴を適切に把握・管理できるよ

う、訂正印を残す等の対応を行うべきである。 

 

⑦ 研究開発等事業について 

県は事業者による研究開発等事業の実施後、内部資料である「補助金交付事務

に係る確認用チェックリスト」を用いて、事業の実施結果の妥当性を確認する作

業を行っている。同チェックリストでは、補助対象経費における経費区分別の予

実分析が行われており、当該予実分析のフォーマット上に「乖離が過大（２０％

超）な理由」という記載項目が設けられている。この点、旅費について予実の乖

離が６１％と大きくなっているものの、金額がいずれも数万円程度で重要性に乏

しく、また、別途事業者から金額乖離に関する事前の情報共有もなされていたと

いうことから県は特筆すべき対応は不要と判断したものの、乖離が過大であるこ

とが正当であることの理由を記載していなかった。 

 

（意見８） 

予実の乖離が所定の水準である２０％を超えているにもかかわらず担当者の判

断の根拠が適切に文書化されておらず、他の者による客観的な検証が困難になっ

ているという状況は、予実分析の形骸化をもたらすおそれがあり、望ましくな

い。経費の予実乖離が大きい場合には、その理由を明確に記載することが重要で
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あり、仮に重要性が乏しいと判断された場合であっても、その根拠を適切に文書

化すべきである。また、重要性の判断が恣意的なものとならないよう、例えば金

額的な閾値を定めるといった対応を行うべきである。 

 

（２） ２０５０ゼロカーボン推進事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

２０５０年ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策と気候変動適応策

の必要性に関する更なる普及を目指し、環境配慮⾏動の実践に向けた普及啓発施

策を総合的に実施する。 

また、新たに設置予定の地球温暖化対策地域協議会（「ダメだっちゃ温暖化」

宮城県⺠会議の後継組織）を核として、ゼロカーボン社会実現に向けた県⺠運

動・ムーブメントを推進する。 

 

② 事業内容 

ア 地球温暖化防止活動推進員に対する活動⽀援 

地域で地球温暖化の現状や対策に関する普及などの活動を実施いただくボラン

ティアである「地球温暖化防止活動推進員」の新規養成研修を実施（実施回数 

３回／年） 

イ 家庭向け省エネ診断の推進 

家庭からの二酸化炭素排出量を可視化し、環境省が認定した診断士が省エネに

向けたアドバイスを行う「うちエコ診断」の実施機関への補助を実施（補助件数 

１６６件／年）  

ウ 新たな地球温暖化対策地域協議会を核とした普及啓発 

新たに設置予定の地球温暖化対策地域協議会と連携した普及啓発イベントやセ

ミナーの開催を通して、地球温暖化対策等に係る普及啓発を実施、ゼロカーボン

社会実現に向けた機運醸成を図る 

エ ＳＮＳやスマホアプリを活用した環境配慮⾏動の促進 
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ＳＮＳを活用した情報発信・キャンペーン及び環境配慮行動促進アプリ「ｅｃ

ｏチャレンジみやぎ」の運用等を通し、環境配慮行動の実践を促す 

 

③ 所管部局・課 

環境生活部 環境政策課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・うちエコ診断支援事業補助金交付要綱 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 39,526 31,674 24,941 

決算額 20,186 30,748 24,458 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 518 16,297 95 

実績 81 70 70 

 

【指摘及び意見】 

① 令和４年度新みやぎグリーン戦略プランにおける事業効果（計画値）の誤りに

ついて 

令和４年度新みやぎグリーン戦略プランにおける事業効果（計画値）は１６，

２９７ｔ－ＣＯ２となっているが、この数値には誤りがあり、正確には４６３ｔ

－ＣＯ２である。このように大きな乖離があるにもかかわらず、この誤りは当年

度まで認識されていなかった。 
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当該事業のＣＯ２削減効果の計画値は、うちエコ診断の受診者数に診断で提案

したＣＯ２削減策の実施による削減見込みを乗ずることで算定しているが、計画

値を算定する際の表計算ソフトの算定式に誤りがあったことが直接的な原因とな

っている。 

なお、上記事業の概要⑦に記載のとおり、令和４年度の計画値は令和３年度の

計画値比で約３１倍、令和５年度の計画値比で約１７１倍と非常に大きくなって

おり、また、令和４年度の実績値は計画値を９９．９%下回っていることから、

時系列での分析、又は計画と実績を比較する分析が適切になされていれば、計算

誤りを異常値として識別することは容易であったと考えられる。 

 

※うちエコ診断：家庭の年間エネルギー使用量や光熱費などの情報をもとに、

専用ソフトを用いて、地域の気候や家庭のライフスタイルに合わせて無理なくで

きる省ＣＯ２、省エネ対策を提案するもの 

 

（指摘１） 

事業効果の計画値の算定結果に大きな誤りがあるにもかかわらずこれが見逃さ

れている事実は、県による事業効果の検証が適切になされていないことを示唆す

るものである。 

事業効果は事業の成果そのものであり、時系列での推移や、計画と実績の乖離

状況を分析、検証することで、成果を評価するのみならず、事業上の課題を特定

し、今後の施策の改善に活かすうえでも重要な指標である。このような検証が適

切になされないまま財源が支出される場合、財源が効果的に活用されない懸念も

大きくなる。 

このように、上記の誤りは、単なる計算誤りにとどまらず、事業効果の適切な

検証プロセス、ひいては財源の活用の有効性にも懸念を生じさせるおそれがある

ことから、県はより効果的な財源の活用を模索すべく、適切な事業効果の分析・

検証を行う必要がある。 
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（３） スマートエネルギー住宅普及促進事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

高止まりする家庭部門のＣＯ２排出量を削減するとともに、特に震災後におい

て、災害時でもエネルギーを確保できる自立・分散型システムの普及が重要な課

題となっていることから、住まいにおける消費エネルギー量をできるだけ減らす

とともに、必要なエネルギーを再生可能エネルギー等で賄うことで、環境負荷が

少なく、災害時にも電気や熱を確保できる住まいの普及を促進する。 

 

② 事業内容 

環境負荷が少なく、かつ災害時にも電気や熱を確保できる住まいの普及を図る

ため、創・蓄・省エネ設備の導入、既存住宅の断熱改修、又はみやぎゼロエネル

ギー住宅の新築を行う県民に対し、補助事業執行実務を担う団体を通じて導入費

用の⼀部を補助する。 

また、スマートエネルギー住宅の普及啓発のための広報事業を実施する。 

 

③ 所管部局・課 

環境生活部 再生可能エネルギー室 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・宮城県スマートエネルギー住宅普及促進事業費補助金交付要綱 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

平成２８年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 285,360 289,300 326,900 

決算額 284,357 337,622 371,054 
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⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 6,859 6,285 4,042 

実績 5,763 6,373 4,206 

 

【指摘及び意見】 

① １者応募について 

スマートエネルギー住宅普及促進事業費補助金は、スマートエネルギー住宅の

普及に資する設備導入等を行う県民個人を対象とし、補助金の公募・審査・支払

い等の補助事業執行実務を担う団体を公募するものである。補助事業者の公募ス

ケジュールは以下のとおりである。 

募集期間 令和５年２月２２日～令和５年３月２２日 

補助予定額 323,986千円 

公募事業者数 １者 

応募事業者数 １者 

交付決定額 323,976千円 

令和５年度スマートエネルギー住宅普及促進事業費補助金は、上述のとおり公

募により１者採択を予定していたところ、実際の補助金応募数も１者であり、結

果として当該事業者が採択されている。なお、１者応募・１者採択の状況は平成

３０年から継続している。 

本事業の公募募集期間について、令和３年度は約３週間であったのに対し、令

和５年度は約1か月に設定され、応募事業者の応募準備期間が拡大されたことか

ら、幅広く募集を募るという点で一定の改善が確認できる。 

しかしながら、依然として応募者数が１者にとどまっている。 

 

「宮城県スマートエネルギー住宅普及促進事業費補助金にかかる補助事業者公

募要領」においては補助対象者要件を規定しており、例えば「住宅の省エネルギ

ーに関する技術に精通しており、本事業を的確に遂行する組織、人員を有してい
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る」ことを一つの要件としているが、令和５年度に採択された事業者と同様に宮

城県の指定確認検査機関として指定されるなど当該事業者と同様の事業を営んで

おり、上記要件を満たすと考えられる事業者が複数存在すると考えられる。  

 

（意見１） 

公募により事業者を募集しているところ、依然として１者応募の状況が平成 

３０年から継続している。公募の利点の一つは、競争原理が働くことで複数の事

業者を比較検討し、自治体にとって最適な選択が可能となる点である。そのた

め、補助対象者要件を満たすと考えられる事業者や関連団体に対し本事業の周知

を図る等、より競争を促すことを検討・実施するべきである。 

 

（４） 温暖化防止間伐推進事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

間伐等による適切な森林の管理・保全を通じて、森林の二酸化炭素吸収機能を

増加させるとともに、間伐材を建築物等向けに供給し、炭素を蓄積・固定させ続

けることによって地球温暖化防止に貢献し、県民の生活環境の保全に寄与する。 

 

② 事業内容 

森林の二酸化炭素吸収機能等を強化するための間伐等や、これらと⼀体的に行

う森林作業道整備に対する補助を行う。 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 森林整備課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・温暖化防止森林づくり推進事業実施要領 
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⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

平成２３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 143,624 114,800 76,500 

決算額 58,604 56,063 70,131 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 3,872 4,400 2,640 

実績 1,850 1,097 1,400 

 

【指摘及び意見】 

① 事業効果について 

県は事業効果としてＣＯ２削減効果を設定している。「新みやぎグリーン戦略

プラン」では、令和5年度の単年度の削減効果の計画値を２，６４０ｔ－ＣＯ２

としている。 

一方、「みやぎ環境税活用事業の令和5年度実績について」では、削減効果と

して令和５年度～令和７年度の３年間の累積削減効果４，１９９ｔ－ＣＯ２を公

表しており、計画と実績の比較可能性が失われている。両資料を比較すると下記

事業効果（指標）の推移（ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）)のとおり、ＣＯ２削減

効果の実績が計画値を上回っているように見受けられる。しかしながら、令和５

年度の単年度の実績は１，４００ｔ－ＣＯ２であり、計画値を下回っているが、

この点は公表されていない。 
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事業効果（指標）の推移（ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）)  

  令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 

（単年度削減効果） 
公表値 3,872 4,400 2,640 

実績 

（累計削減効果） 
公表値 9,247 4,388 4,199 

実績 

（単年度削減効果） 
未公表値 1,850 1,097 1,400 

出所：計画（単年度削減効果）は各年度の新みやぎグリーン戦略プラン、実績

（累計削減効果）は各年度の「環境福祉委員会」配布資料、実績（単年度削減効

果）は森林整備課作成資料 

 

（意見１） 

上記のように、県公表の計画値は単年度の削減効果となっているが、実績値は

累計削減効果の推定値となっている。県は累計削減効果の計算式を公表しておら

ず、現状の県の計画値及び実績値の公表方法では県民は事業が計画通りに進捗し

ているかどうか判断することが困難である。事業効果を県民が適切に理解できる

ためには、計画と実績の事業効果は同じ計算方法で算出した値が用いられるべき

である。 

 

（意見２） 

 計画値と実績値が乖離している理由については開示されていないが、実績値が

計画値を下回っている原因を質疑により確認すると、「林齢構成が高齢化し施業

が主伐に移行しつつあることに加え、人手不足も要因となり、間伐が進まない傾

向にあること、また以前に比べて単位面積当たりの搬出量が増加したことに伴い

補助金額が増大し、同規模の補助事業の予算を確保しても間伐面積が伸びない状

況となっている」ということである（担当課（森林整備課）に対する質問回

答）。計画値と実績値の乖離が大きい場合には、その原因について県民の理解に

資するように開示を行うことが望ましいと考える。また、事業効果が計画に比し

て低いため、原因分析をもとに次回の事業選定に繋げるなど、効果的な予算の使
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い方についても検討すべきである。 

 

② 確認調査について 

温暖化防止間伐推進事業では、温暖化防止森林づくり推進事業実施要領第９条

において、事業実績報告書等の確認調査が求められている。確認調査の実施に関

しては、別途、温暖化防止森林づくり推進事業確認調査要領（以下確認調査要

領）が作成されており、当該確認調査要領に基づいて確認調査が行われている。 

確認調査要領第２条によると、確認調査には現地調査が含まれており、確認調

査要領第４条によると、現地調査は施行状況が事業報告書等の内容と一致してい

るかどうか確認するものとされている。また現地調査は実施した事業の面積を確

認するために行われている（令和６年１０月２２日に実施した担当課（森林整備

課）に対する質疑応答）。 

確認調査要領第２条第２項において、現地調査の対象となる施行地数は以下の

ように定められている。 

(１)面積が３．０ｈａ以上の植栽施行地に加え、３．０ｈａ未満の植栽施行地

のうち無作為に抽出するその１０％以上に相当する数の施行地 

(２)下刈り、除伐、間伐、ナラ林更新伐、松くい虫被害材搬出利用等又は抵抗

性マツ植栽においては、施行地のうち無作為に抽出するその１０％以上に相当す

る数 

(３)ナラ枯れ駆除及びツヤハダゴマダラカミキリ駆除においては、同一市町村

内での実施箇所のうち、無作為に抽出する１０％以上に相当する数 

(４)下刈り、間伐、除伐、植栽、ナラ枯れ駆除、ナラ林更新伐、ツヤハダゴマ

ダラカミキリ駆除、松くい虫被害材搬出利用等又は抵抗性マツ植栽作業に係る施

行地のうち、ＧＩＳ上で作成された施行区域を表す図形（以下「ＧＩＳデータ」

という。）、野帳、整備された写真等により施行内容が確認できるものについて

は、前各号の規定にかかわらず、現地調査を省略できる。 

３．０ｈａ以上の植栽施行地は確認調査が必須であるが、３．０ｈａ未満の植

栽施行地とその他の施行地は施行地数が１０％以上となるように任意で確認対象

を選定している。施行地数の１０％以上とは確認調査調書の「実施箇所名」を母

集団数とした実施箇所数の１０％以上であり、実施した面積の１０％以上ではな
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い。（令和６年１０月２２日に実施した担当課（森林整備課）に対する質疑応

答）。 

 

（意見３） 

 実施した面積をもとに補助金額が確定するという制度であり、実施した面積の

確認を目的とする現地調査は重要である。しかしながら３．０ｈａ以上の植栽施

行地を除き、現地調査を行う割合が１０％以上となっていれば、選定先について

具体的な選定方法の基準はない。そのため選定先の決定方法は補助金申請の窓口

となっている地方振興事務所任せとなっている。 

補助金額の決定のためには実施した面積の十分な確認が必要であるにもかかわ

らず、選定方法の基準がないため、その解釈に恣意性が入り、公平性や一貫性が

損なわれる可能性がある。確認対象の選定方法について、県としての方針（選定

対象とすべき視点）を示す等の、恣意性が排除できる方法を検討することが望ま

しい。 

 

（意見４） 

上記確認調査要領第２条第２項(４)において、「ＧＩＳデータ、野帳、整備さ

れた写真等により施行内容が確認できるものについては、現地調査を省略でき

る。」との記載がある。これは、ＧＩＳデータ等を用いれば、正確に実施した面

積を確認できるためである（令和６年１０月２２日に実施した担当課（森林整備

課）に対する質疑応答）。現状では、ドローン等を使用したＧＩＳデータ等の作

成が困難な事業者が一定程度存在するため、効率化への寄与は限定的となってい

る。作業者によるＧＩＳデータ等の作成が普及すれば、人材を投入した現地調査

も不要となる。県は働き方改革を進めており、効率的・効果的及び安全・正確に

確認作業を行うために、人材育成支援等を通じて、作業者によるＧＩＳデータ等

の作成を普及することが望ましい。 
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（５） チャレンジ！みやぎ５００万本造林事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

成長のピークを過ぎ二酸化炭素の吸収機能が低下した森林を伐採し、新たに植

栽することで若返らせ、二酸化炭素吸収等の公益的機能の維持、向上を図る。併

せて、社会問題化するスギ花粉症対策を推進するため、花粉症対策スギ苗木の増

産施設（ミストハウス）の適正な運用と、採種穂園の新規造成によって花粉症対

策苗木の供給力を高め、県民生活の向上に寄与する。 

 

② 事業内容 

・造林未済地等への花粉の少ないスギ等の植栽に対する補助 

・環境に配慮した伐採地の保育に対する補助 

・植栽後の管理経費（防鹿柵設置等）に対する補助 

・花粉症対策に資するスギ苗⽊の供給体制の強化 

・低コスト再造林の実践提案を行う事業体に対する補助 

・県行造林伐採跡地での低コスト再造林への補助 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 森林整備課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・温暖化防止森林づくり推進事業実施要領 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 
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⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 95,000 115,911 127,335 

決算額 113,881 112,156 95,465 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 3,850 3,850 3,850 

実績 3,213 3,552 3,466 

 

【指摘及び意見】 

① 低コスト再造林の実践提案を行う事業体に対する補助の事業効果について 

 低コスト再造林の実践提案を行う事業体に対する補助の趣旨は、将来の宮城県

内の森林づくりをけん引する「みやぎ低コスト再造林システム」を構築するた

め、モデルエリアを設定し、従来の補助事業の枠にとらわれない最新の技術や知

見を取り入れた低コストな再造林の実践提案を募集することである。 

 補助の条件として、「低コスト造林の実施効果を自己分析し、事業実施後3年

間にわたり低コスト化の効果及び活着状況等について報告を行うとともに、枯死

木が著しく多い場合は、補植等により健全な成林に努めること。」を提示してい

る。 

 「事業実施後3年間にわたり低コスト化の効果及び活着状況等について報告を

行う」という部分について、明示はされていないものの、県としては事業実施後

の３年後にまとめて報告を行うことでも問題ないとしているようである（令和６

年１０月２８日に実施した担当課（森林整備課）に対する質疑応答）。 

 そのため、補助初年度である令和３年度の補助対象事業者からの報告が、３年

後の令和６年度内には提出される予定である。また報告の提出が完了次第、県で

は、事後的な評価を行う予定である。 
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（意見１） 

現状では、補助対象事業者からの低コスト化の効果及び活着状況等についての

報告について、提出期限が設定されていない。そのため、県は令和３年度の補助

対象事業者に報告を提出するように求めているが、提出状況は芳しくない。 

当該事業は、「みやぎ低コスト再造林システム」を構築し、将来の宮城県内の

森林づくりをけん引するために行うものであることから、県は実施された事業に

ついて効果を検証し、「みやぎ低コスト再造林システム」を構築、将来の宮城県

内の森林づくりに活かしていく必要がある。そのためには、報告の期限を設定

し、報告を適切な時期に入手することが望ましい。 

 

② 確認調査について  

（意見２） 

温暖化防止間伐推進事業と同様に、実施した面積をもとに補助金額が確定する

という制度であり、実施した面積の確認を目的とする現地調査は重要である。し

かしながら３．０ｈａ以上の植栽施行地を除き、現地調査を行う割合が１０％以

上となっていれば、選定先について具体的な選定方法の基準はない。そのため選

定先の決定方法は補助金申請の窓口となっている地方振興事務所任せとなってい

る。 

補助金額の決定のためには実施した面積の十分な確認が必要であるにもかかわ

らず、選定方法の基準がないため、その解釈に恣意性が入り、公平性や一貫性が

損なわれる可能性がある。確認対象の選定方法について、県としての方針（選定

対象とすべき視点）を示す等の、恣意性が排除できる方法を検討することが望ま

しい。 

 

（意見３） 

温暖化防止間伐推進事業と同様に、確認調査要領第２条第２項(４)において、

「ＧＩＳデータ、野帳、整備された写真等により施行内容が確認できるものにつ

いては、現地調査を省略できる。」との記載がある。これは、ＧＩＳデータ等を

用いれば、正確に実施した面積を確認できるためである（令和６年１０月２２日

に実施した担当課（森林整備課）に対する質疑応答）。現状では、ドローン等を
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使用したＧＩＳデータ等の作成が困難な事業者が一定程度存在するため、効率化

への寄与は限定的となっている。よって、作業者によるＧＩＳデータ等の作成が

普及すれば、人材を投入した現地調査も不要となる。県は働き方改革を進めてお

り、効率的・効果的及び安全・正確に確認作業を行うために、人材育成支援等を

通じて、作業者によるＧＩＳデータ等の作成を普及することが望ましい。 

 

（６） マツ林景観保全事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

松くい虫被害跡地のマツ林再生等を進め、特別名勝「松島」地域等の景観を保

全する。 また、ＩＣＴ等の新たな技術を活用し，効果的な景観保全対策を図

る。 

 

② 事業内容 

・抵抗性マツ植栽 

・樹幹注入 

・松くい虫被害処理木搬出・利用 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 森林整備課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・温暖化防止森林づくり推進事業実施要領 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 
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⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 36,000 34,200 34,200 

決算額 31,583 27,228 17,978 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 34 34 29 

実績 42 39 49 

 

【指摘及び意見】 

① 事業効果について 

事業効果をＣＯ２削減効果として設定している。「新みやぎグリーン戦略プラ

ン」では、令和５年度の単年度の削減効果の計画値を２９ｔ－ＣＯ２としてい

る。一方、「みやぎ環境税活用事業の令和5年度実績について」では、削減効果

として令和５年度～令和７年度の３年間の累積削減効果５３ｔ－ＣＯ２を公表し

ており、計画と実績の比較可能性が失われている。 

 

事業効果（指標）の推移（ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）)  

  令和3年度 令和4年度 令和5年度 

計画 

（単年度削減効果） 
公表値 34 34 29 

実績 

（累計削減効果） 
公表値 66 46 53 

実績 

（単年度削減効果） 
未公表値 42 39 49 

出所：計画（単年度削減効果）は各年度の新みやぎグリーン戦略プラン、実績

（累計削減効果）は各年度の「環境福祉委員会」配布資料、実績（単年度削減効

果）は森林整備課作成資料 
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（意見１） 

上記のように、県公表の計画値は単年度の削減効果となっているが、実績値は

累計削減効果の推定値となっている。県は累計削減効果の計算式を公表しておら

ず、現状の県の計画値及び実績値の公表方法では県民は事業が計画通りに進捗し

ているかどうか判断することが困難である。事業効果を県民が適切に理解できる

ためには、計画と実績の事業効果は同じ計算方法で算出した値が用いられるべき

である。 

 

② 確認調査について  

（意見２） 

温暖化防止間伐推進事業と同様に、確認調査要領第２条第２項(４)において、

「ＧＩＳデータ、野帳、整備された写真等により施行内容が確認できるものにつ

いては、現地調査を省略できる。」との記載がある。これは、ＧＩＳデータ等を

用いれば、正確に実施した面積を確認できるためである（令和６年１０月２２日

に実施した担当課（森林整備課）に対する質疑応答）。現状では、ドローン等を

使用したＧＩＳデータ等の作成が困難な事業者が一定程度存在するため、効率化

への寄与は限定的となっている。よって、作業者によるＧＩＳデータ等の作成が

普及すれば、人材を投入した現地調査も不要となる。県は働き方改革を進めてお

り、効率的・効果的及び安全・正確に確認作業を行うために、人材育成支援等を

通じて、作業者によるＧＩＳデータ等の作成を普及することが望ましい。 

 

（７） ナラ林等保全対策事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

ナラ類は里山林を構成する重要な樹種ですが、近年ナラ枯れ被害区域が拡大し

ていることから、被害木の駆除を支援し、被害拡大を防ぐことにより、里山林の

保全を図ります。また、ナラ材の利用が減り、ナラが大径化・高齢化したことが

被害拡大の一因と考えられるため、伐採・更新・利用を促し、ナラ林の保全・再

生を図ります。さらに、近年里山林に大きな被害を及ぼす恐れがある外来カミキ
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リムシ類の被害が確認されていることから、駆除対策を支援し、里山林の保全を

図ります。 

 

② 事業内容 

・ナラ枯れ被害木の駆除 

・ナラ枯れ予防対策 

・ツヤハダゴマダラカミキリ被害対策 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 森林整備課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・温暖化防止森林づくり推進事業実施要領 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 21,983 20,883 24,000 

決算額 17,943 19,189 19,417 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 229 328 459 

実績 292 350 361 
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【指摘及び意見】 

① 確認調査について 

 

（意見１） 

温暖化防止間伐推進事業と同様に、実施した面積をもとに補助金額が確定する

という制度であり、実施した面積の確認を目的とする現地調査は重要である。し

かしながら３．０ｈａ以上の植栽施行地を除き、現地調査を行う割合が１０％以

上となっていれば、選定先について具体的な選定方法の基準はない。そのため選

定先の決定方法は補助金申請の窓口となっている地方振興事務所任せとなってい

る。 

補助金額の決定のためには実施した面積の十分な確認が必要であるにもかかわ

らず、選定方法の基準がないため、その解釈に恣意性が入り、公平性や一貫性が

損なわれる可能性がある。確認対象の選定方法について、県としての方針（選定

対象とすべき視点）を示す等の、恣意性が排除できる方法を検討することが望ま

しい。 

 

（意見２） 

温暖化防止間伐推進事業と同様に、確認調査要領第２条第２項(４)において、

「ＧＩＳデータ、野帳、整備された写真等により施行内容が確認できるものにつ

いては、現地調査を省略できる。」との記載がある。これは、ＧＩＳデータ等を

用いれば、正確に実施した面積を確認できるためである（令和６年１０月２２日

に実施した担当課（森林整備課）に対する質疑応答）。現状では、ドローン等を

使用したＧＩＳデータ等の作成が困難な事業者が一定程度存在するため、効率化

への寄与は限定的となっている。よって、作業者によるＧＩＳデータ等の作成が

普及すれば、人材を投入した現地調査も不要となる。県は働き方改革を進めてお

り、効率的・効果的及び安全・正確に確認作業を行うために、人材育成支援等を

通じて、作業者によるＧＩＳデータ等の作成を普及することが望ましい。 
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（８） 県産材利用サステナブル住宅普及促進事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

二酸化炭素吸収源の確保や持続可能な社会を実現するうえで、環境負荷の少な

い地域産材を積極的に利用することが重要であり、一般住宅への宮城県産材利用

を更に普及させる必要がある。このため、子育て世代や県外からの移住者に対す

る支援を拡充し、木造住宅の新築・リフォーム等を推進することにより、県産材

の利用拡大と定住促進を図る。 

 

② 事業内容 

・新築住宅支援 

県産木材を一定割合以上使用した、新築戸建て木造住宅の木材費の一部を支援

する。 

・住宅リフォーム支援 

県産木材を一定割合以上使用した木造住宅等のリフォームに係る木材費の一部

を支援する。 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 林業振興課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・県産材利用サステナブル住宅普及促進事業補助金交付要綱 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 267,895 267,891 290,960 
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決算額 317,050 259,556 250,576 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 5,199 5,199 5,427 

実績 6,929 5,729 5,293 

 

【指摘及び意見】 

① 新築住宅支援について 

 県による申請書類の審査資料の一部で、チェック証跡の記載漏れが確認され

た。 

具体的には、申請日時点で申請者が入手しておらず、後日提出となっていた住

民票の写しについて、申請書類である「チェックリスト」及び審査資料である

「補助金交付申請書新築住宅支援審査用チェックリスト」の提出済み欄へのチェ

ックの記載が漏れていた。本来であれば、「チェックリスト」には住民票の写し

が提出された時点で、また、「補助金交付申請書新築住宅支援審査用チェックリ

スト」には審査の時点で、それぞれチェックが付されるべきであるが、これらの

チェック証跡を用いてチェック作業を行うことの必要性を、各時点まで継続して

認識できていなかったことにより、チェック証跡の記載漏れが生じている（令和

６年１０月３１日に実施した担当課（林業振興課）に対する質疑応答）。 

 このため、チェックリストを用いた、申請書類の網羅性に関する確認作業が形

骸化しているおそれがある。 

 

（指摘１） 

申請書類の提出の網羅性を確認するためのチェックリストの利用が形骸化して

いることは、適切な審査の実行への支障となる。書類の提出が遅れている申請を

個別に管理し、未了事項を把握できる状態にすることで、提出書類の網羅性の確

認を徹底する必要がある。 
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② 住宅リフォーム支援について 

住宅リフォーム支援は、既存の資産を有効に活用しながらリフォームによる県

産材の利用を促すことができる施策であり、県産材の利用拡大に繋がるほか、木

材を建築物等に利用することにより、ＣＯ２が木材の中に長期間固定され、地球

温暖化防止にも有効であると考える。 

このような効果を最大限発揮できるよう、県としても当メニューの利用拡大に

取り組む必要があるが、令和５年度においては、事業量として４０棟分を予定し

ていたところ、実際の申請数及び交付決定数は５件にとどまっている。背景とし

ては、補助要件の一つである県産材の利用量が立米単位のみで定められていたた

め、床や壁等、平面のリフォームにおいては要件を充足せず、申請を見送るケー

スが多く生じたことが想定される（令和６年１０月３１日に実施した担当課（林

業振興課）に対する質疑応答）。このため県は、令和６年度から、県産材の利用

量として平米単位での要件充足も認めることとし、利用拡大を図っている。 

 

（意見１） 

 相談会の開催等により、住宅リフォーム支援の認知度向上に取り組むととも

に、補助要件について申請に当たりボトルネックとなっている県産材利用量の下

限値等の継続的な見直しを行い、より幅広く支援制度が利用されるような取組み

を推進すべきである。 

 

（９） みやぎＣＬＴ普及促進事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

県産材を使用したＣＬＴ等新たな木製品の「需要拡大」と「価格低減」を図る

ため、ＣＬＴ等新技術活用の建築物やＣＬＴユニットの普及を推進するととも

に、あらゆる場面でＣＬＴ等を活用するための製品開発などの取組みを支援し、

木材需要の創出により温暖化対策（ＣＯ２固定化）に貢献する。 

 

② 事業内容 

・ＣＬＴ等新技術建築支援事業 
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県産ＣＬＴや超厚合板・ＤＬＴ等を活用した建築物の建設を支援 

・ＣＬＴユニット建築支援事業  

県産ＣＬＴによるユニットを活用した建築物の建設を支援 

・ＣＬＴ活用技術創出事業 

県産ＣＬＴの新製品、活用技術を開発 

 

※ＣＬＴ：一定の寸法に加工されたひき板（ラミナ）を繊維方向が直交するよう

に積層接着した木材製品。Ｃｒｏｓｓ－Ｌａｍｉｎａｔｅｄ－Ｔｉｍｂｅｒの

略。 

※ＤＬＴ：製材を並べてから穴をあけ、木ダボを差し込むという、とてもシンプ

ルな工程で製造できる木質素材。Ｄｏｗｅｌ－Ｌａｍｉｎａｔｅｄ－Ｔｉｍｂｅ

ｒの略。 

 

③ 所管部局・課 

水産林政部 林業振興課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・補助金等交付規則 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

令和３年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 68,902 68,902 68,402 

決算額 60,657 57,341 56,269 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
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計画 355 355 337 

実績 308 198 158 

 

【指摘及び意見】 

① ＣＬＴユニット建築支援事業について 

本事業を構成する一つであるＣＬＴユニット建築支援事業は、民間事業者に対

し県産ＣＬＴによるユニットを活用した建築物の建設を支援するための補助金を

交付する事業であり、令和５年度から新たに本事業のメニューに加えたものであ

るが、令和５年度においては、申請実績及び交付実績がなかった。 

 ＣＬＴは比較的新しい木質建材であり、県産材の新たな活用方法として定着す

れば県産材需要の創出に繋がるほか、木材を建築物等に利用することにより、Ｃ

Ｏ２が木材の中に長期間固定され、地球温暖化防止にも貢献することが期待され

ている。 

 しかし、当メニューが実際に利用されていない現状では、事業目的の達成に効

果をもたらしているとは言い難いため、利用促進のための措置を講じていく必要

がある。 

 

（意見１） 

例えば相談会やＣＬＴ建築物の見学会、技術者向けの研修会の開催など、ＣＬ

Ｔユニット建築支援事業の認知度向上に取り組むとともに、申請要件や募集方法

を見直し、実際に事業が利用されるような取組みを推進すべきである。 

 

（１０） 環境創造基金市町村支援事業 

【事業の概要】 

① 事業目的 

豊かな自然環境を守り、次世代に確かに引き継いでいく。 

 

② 事業内容 

市町村が実施する地域の良好な環境の保全、創造に資する「メニュー選択型」

と「市町村提案型」の２種類の事業に要する経費に対し、予算の範囲内において
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みやぎ環境交付金を交付する。 

 

③ 所管部局・課 

環境生活部 環境政策課 

 

④ 補助金交付の根拠法令等（条例、規則、要綱等含む） 

・みやぎ環境交付金交付要綱 

 

⑤ 事業開始年度・事業終了年度（予定） 

平成２９年度開始・終了予定なし 

 

⑥ 事業費の推移・財源（単位：千円）   

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

当初予算額 320,099 320,099 320,099 

決算額 309,175 313,387 314,703 

 

⑦ 事業効果（指標）の推移（単年度ＣＯ２削減効果(ｔ－ＣＯ２）） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 1,848 1,162 4,115 

実績 1,839 1,360 3,030 

 

【指摘及び意見】 

① 交付要綱別表とＱ＆Ａの内容の相違について 

みやぎ環境交付金交付要綱別表３には、交付対象外とする経費の例として、

「ＬＥＤ照明からＬＥＤ照明への更新、ＬＥＤ照明（街路灯等を含む）の新設に

係る経費」があげられている。一方、みやぎ環境交付金事業Ｑ＆Ａ（令和３年２

月策定・９月改訂）においては、Ｑ．６「過去に交付金を活用して設置した旧型

のＬＥＤ照明を消費電力の少ない新型のＬＥＤ照明へ更新するといった事業は、

交付金事業の対象となり得るのか。」、Ｑ．４０「新築施設への太陽光発電設備



 

80  

やＬＥＤ照明の設置は対象事業となり得るのか。」及びＱ．４４「ＬＥＤ街路灯

の新設は対象事業となり得るのか。」との問いに対しても「対象事業となり得

る」との回答がなされており、上記交付要綱別表との間に相違が生じている。令

和５年度から「ＬＥＤ照明からＬＥＤ照明への更新、ＬＥＤ照明（街路灯等を含

む）の新設に係る経費」を交付対象外とし、各市町村にも別途伝達を行ったもの

の、当該変更をＱ＆Ａに反映していなかったことが、当該相違の理由となってい

る。 

 

（指摘１） 

本交付要綱と本Ｑ＆Ａの内容に相違が生じている状況は、申請者である各市町

村へ別途伝達を行っていたという事実があったとしても、県による公表情報の正

確性を損なうおそれがあり、また、申請者の混乱や、申請誤りを招くおそれもあ

ることから、適切ではない。両者を同時に改訂、公表するための情報更新のプロ

セスを整備する必要がある。 

 

② 仙台市のアクションプログラム推進事業及び省エネ家電買い替えキャンペーン

事業（メニュー選択型）について 

アクションプログラム推進事業は、次世代自動車を導入する中小企業者に対し

補助を行う事業である。事業実施に際して仙台市から提出されたみやぎ環境交付

金（メニュー選択型）事業実施計画書及び実績報告書を比較すると、事業費は計

画：10,000千円から実績：11,200千円と微増で推移しており、また、補助実績も

以下のように台数全体で微増に留まっている。 

計画：トラックバス１１台、タクシー１９台 

実績：トラックバス２台、タクシー３４台 

一方で、ＣＯ２削減効果は計画：１０５トンから実績：３０６トンと大幅に増

加しているが、当該増加の背景について検討、確認がなされていない。 

 

省エネ家電買い替えキャンペーン事業は、家庭において温室効果ガス排出量の

大きい家電製品（エアコン・冷蔵庫）の買い替えの促進に向け、省エネ性能の高

い家電製品への買い替えを行った市民に対し、抽選で景品が当たるキャンペーン
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を行う事業である。事業実施に際して仙台市から提出されたみやぎ環境交付金

（メニュー選択型）事業実施計画書及び実績報告書を比較すると、事業費は計

画：3,300千円から実績：3,296千円と横ばいで推移している一方、ＣＯ２削減効

果は計画：４０トンから実績：１３１トンと大幅に増加しているが、当該増加の

背景について検討、確認がなされていない。 

 

（意見１） 

ＣＯ２削減効果が計画対実績で大きく増加している場合は、より高い事業効果

を得られた背景を確認し、今後の施策に活かせるよう、変動理由について適切な

検証を行うべきである。 

 

③ 石巻市の公用車へのＰＨＥＶ導入事業（メニュー選択型）について 

本事業は、ガソリン車をＰＨＥＶ車へ置き換えることを目的とした事業であ

る。事業実施に際して石巻市から提出されたみやぎ環境交付金（メニュー選択

型）事業実施計画書及び実績報告書上におけるＣＯ２削減効果は、置き換え前の

ガソリン車のＣＯ２排出量にのみ基づき算定されている。この場合、置き換え後

のＰＨＥＶ車からのＣＯ２排出量はゼロであることが前提となるが、計画書及び

実績報告書において当該前提の根拠については何らの説明がなされておらず、県

による検討もなされていない。 

 

（指摘２） 

ＣＯ２削減効果の算定方法が実態と整合しているか、算定方法の前提が適切

か、といった点について、適切な検証を行い、交付の決定に利用する情報の正確

性を確認する必要がある。 

 

④ 石巻市の太陽光発電等普及促進事業（メニュー選択型）について 

本事業は、太陽光発電設備を導入する市民・事業者に補助を行う事業である。

事業実施に際して石巻市から提出されたみやぎ環境交付金（メニュー選択型）事

業実施計画書及び実績報告書において、それぞれＣＯ２削減効果が記載されてい

る。ただし、同事業実施計画書及び実績報告書にて「算定根拠資料が別にある場
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合は添付すること」とされているにもかかわらず、算定根拠資料の提出はなされ

ておらず、未提出の背景についても特段の文書が残されていない。 

 

（指摘３） 

ＣＯ２削減効果が記載されている以上、算定根拠資料が存在することは明らか

である。したがって、事業実施計画書及び実績報告書に算定根拠が明記されてい

ない場合は、様式に定めるとおり、根拠資料について適切に徴求を行う必要があ

る。 

 

⑤ 登米市の公用車ＰＨＶ導入事業（メニュー選択型）について 

本事業は、ガソリン車をＰＨＶ車へ置き換える事業である。事業実施に際して

登米市から提出されたみやぎ環境交付金（メニュー選択型）事業実施計画書別紙

においては、ＰＨＶ車として車両Ａの購入が予定されていたが、みやぎ環境交付

金（メニュー選択型）事業実績報告書上では、車両Ｂを購入したことが記載され

ている。両車種の公式カタログによると、車両Ａはハイブリッド燃料消費率がい

ずれのグレードにおいても２０ｋｍ／Ｌ超となっているところ、車両Ｂはいずれ

のグレードにおいても２０ｋｍ／Ｌ未満となっている。 

また、ＣＯ２削減量は、実施計画書上では７０１ｋｇ／年となっていたもの

の、実績報告書上では２７０ｋｇ／年と、実績が計画を大幅に下回っている。 

さらに、実績報告書上、ＣＯ２削減効果は様式に則り実績値のみが記載されて

いることから、計画と実績が比較できるような形での記載はなされておらず、当

該減少の背景について検討、確認がなされていない。 

 

（意見２） 

ＣＯ２削減量は燃料消費率のみで図られるものではないが、特にＣＯ２削減効

果の実績が計画を大きく下回っているような状況下では、車両の変更等、支出内

容の変更理由の合理性についても、適切な検証を行うべきである。 

 

（意見３） 

ＣＯ２削減量については、実績報告書上、実績値を記載すれば足りる形式とな
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っているが、事業効果という重要な指標であることを考慮し、計画値と実績値の

比較が容易になるよう、両者を併記する枠を設けるべきである。 

 

⑥ 村田町のソーラー証明及びＰＨＶ導入を契機としたＣＯ２削減と防犯・防災対

応能力向上事業（市町村提案型）について 

本事業は、太陽光発電設備を導入する市民・事業者に補助を行う事業である。 

みやぎ環境交付金交付要綱第１０「市町村は、交付金の交付の決定に係る年度

の２月末日を期限とし、交付金事業の完了後、速やかに交付金事業実績報告書に

関係書類を添えて、知事等に提出するものとする。」とされているところ、本事

業では交付金事業実績報告書が３月末まで提出されておらず、また、事業の計画

期間を３月末まで延長する計画変更承認申請書の提出も令和６年３月２８日にな

されていることから、提出期限の遅延が認められる。当該遅延については両自治

体の担当者間でコミュニケーションが行われ、関係者への情報共有もなされてい

たことから、計画変更及び事業実績報告書は通常と同様に承認されているが、遅

延の事実に関する県の判断は文書化されていない。 

また、実績報告書には、ソーラーカーポート購入予算の増大により、交付金を

財源とした予算が不足したことから、事業実施計画書上で予定されていたＬＥＤ

太陽灯の設置は、別途町の財源を用いて対応することとし、交付金の使途からは

除外した旨が記載されているが、この点について事業計画の変更承認申請及び県

による変更承認が行われていない。この点、みやぎ環境交付金事業Ｑ＆Ａ（令和

３年２月策定・９月改訂）のＱ．３５における、導入設備の種類を変更する場合

には事業計画の変更承認が必要となる旨の記載がなされており、本Ｑ＆Ａへの抵

触が認められるが、自治体及び県の担当者は、ソーラーカーポートの購入、ＬＥ

Ｄ太陽灯の設置のいずれも、費目が工事請負費で同様であり、費目間での流用が

生じないことから、計画の変更承認は不要と判断していた。 

 

（指摘４） 

必要資料の提出の遅延が生じているにもかかわらず遅延に関する県の見解が文

書化されないまま承認が行われる場合、承認プロセスの合規性に関する事後的な

検証が困難となり、承認プロセス、ひいては交付要綱の形骸化を招くおそれがあ
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る。交付金制度の透明性と公平性を維持するため、県は遅延理由等の検証や承認

過程について、適切な文書化を行う必要がある。 

また、このような提出期限の遅延が生じた場合であっても、業務への支障を抑

えつつ各種手続の実効性を確保できるよう、県は提出期限の遅延が生じた際に必

要となる手続を、予め文書等で明確化する必要がある。 

 

（指摘５） 

交付金を財源として購入する設備の種類の変更が事業計画の変更承認を経ずに

行われたことは、規定への抵触に該当する。変更承認が適時になされない場合、

事業の目的に沿わない予算執行の可能性も生じることから、関係者が変更承認の

要否を適切に認識・判断できるよう、指導及び情報周知を強化し、規定に基づい

た手続を遵守する体制を整備する必要がある。 

 

（１１） 森林環境譲与税に関する事業-みやぎ環境税とのすみわけ- 

上記第２章監査対象の概要２監査対象とした事業(１)みやぎ環境税の概要に記

載のとおり、県は平成２３年度から独自の税金であるみやぎ環境税として、個人

から年1,200円、法人から標準税率の１０％相当額（資本金等の額により年2,000

円～80,000円）を徴収しており、同税を財源にみやぎ環境税の事業を行ってい

る。一方、国は令和元年度から森林整備等を目的として森林環境譲与税を県及び

市町村に交付し、令和6年度からは森林環境税として個人から年1,000円の徴収を

行っている。両税は森林整備という観点から事業内容が一部重複する部分がある

ため、両税による財源の使途等が明確になっているかについて検討を行った。 

 

【個人から徴収されるみやぎ環境税と森林環境税の比較】 

以下、両税とも個人市県民税の均等割と合わせて徴収のため、市県民均等割を含

めた表を提示している。 

 

 令和５年度まで 令和６年度から 

森林環境税（国 - 1,000円 
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税） 

市民税均等割 3,500円 

(うち復興財源：500円) 
3,000円 

県民税均等割 2,700円 

(うちみやぎ環境税：1,200円) 

(うち復興財源：500円) 

2,200円 

(うちみやぎ環境税：1,200

円) 

計 6,200円 6,200円 

※平成２６年度から令和５年度までは、復興財源として臨時的に個人市県民税の均

等割が年額1,000円（市500円、県500円）引き上げられていた。 

出所：仙台市ホームページ 

 

【森林環境税及び森林環境譲与税の概要】 

① 趣旨（以下林野庁ホームページより抜粋） 

 「森林の有する公益的機能は、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源

の涵養等、国民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林の整備等を進めてい

くことは、我が国の国土や国民の生命を守ることに繋がる一方で、所有者や境界

が分からない森林の増加、担い手の不足等が大きな課題となっています。 

 このような現状の下、平成３０(２０１８)年５月に成立した森林経営管理法を

踏まえ、パリ協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標の達

成や災害防止等を図るための森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観

点から、平成３１(２０１９)年３月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律」が成立し、「森林環境税」及び「森林環境譲与税」が創設されました。」 
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② 制度設計イメージ（以下林野庁ホームページより抜粋） 

 

 

③ 使途（以下林野庁ホームページより抜粋） 

・市町村においては、間伐等の「森林の整備に関する施策」と人材育成・担い手

の確保、木材利用の促進や普及啓発等の「森林の整備の促進に関する施策」に充

てる 

・都道府県においては「森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用」に充

てる 

 

【みやぎ環境税と森林環境譲与税の使途】 

① 県の見解 

「森林環境税」の目的は、森林（条件不利地）の公益的機能の回復であり、そ

の主な使途は、市町村が経営管理権集積計画を策定して、森林所有者に代わり自

ら整備する森林整備としている。一方、「みやぎ環境税」は、気候変動による喫

緊の環境課題に的確に対応していくことを目的としており、排出源対策のほか、

吸収源対策、気候変動対策に関する事業に充当されている。両者の課税目的は異

なるものの、いずれも、森林整備を対象としていることから、県では、事業のす
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みわけを明確にすることとしている（令和７年１月９日に実施した担当課（環境

政策課）に対する質疑応答）。 

具体的な内容は以下の通りである。 

宮城県が公表している「森林経営管理制度の運用及び森林環境譲与税の使途に

係るガイドラインＶｅｒ．１．０森林ガイドライン」によると、県は「みやぎ環

境税では森林所有者等が自発的に施業を行う森林を対象に間伐等を支援」してお

り、一方で、「森林環境税では、市町村が経営管理の委託を受けた私有林のう

ち、採算ベースに乗らない森林における間伐等の森林整備を対象としている」た

め、「森林整備については、基本的には重複しない」としている。 

さらに、県は「県の施策として実施する必要がある事業」（広域的な実施の必

要性、専門技術の確保など）を除き、森林環境譲与税の活用が可能な事業はみや

き環境税の対象としないとしている。 

みやぎ環境税に関する県のホームページにおいて公表されている「「森林環境

譲与税」と「みやぎ環境税」の概要」では、森林環境譲与税の使途は「自然的条

件が厳しく採算性が低いなどの理由で、所有者等による整備が行き届かなかった

森林（＝林業経営に適さない森林）を、市町村が経営権を取得したうえで整備・

管理」と記載しており、みやぎ環境税の使途は「森林の保全及び機能強化 自然

的条件等が良く林業経営に適した森林に対し、森林所有者等が自発的に行う整備

を支援」としている。 

また、森林環境譲与税の原資となる森林環境税の徴収が令和６年度から開始さ

れた際、令和６年６月３日の宮城県知事記者会見において、「森林譲与税は森林

の整備が目的です。環境税はＣＯ２の排出抑制と排出削減と吸収源の確保という

ような、かなり幅広にやっております。重なる部分が出てくれば、その重なる部

分は別なほうに予算を回して対応していきたいと思っていますので、二重取りと

いうことにはならないだろうと思っています。いろいろな広報ツールを通じて、

県民の皆さんに周知はしていかなければならないと思っています。」との発言が

ある。 
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【県での森林環境税及び森林環境譲与税の事業概要】 

① 令和５年度事業内容 

・森林情報管理システム運用・保守管理 

・森林経営管理市町村支援事業 

・森林経営管理等効率化推進事業 

・基金積立 

 

② 所管部局・課 

水産林政部・林業振興課 

 

③ 宮城県に配分された譲与額（単位：千円） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

104,571 105,736 105,736 

 

④ 令和５年度の使途 

事業区分 

（大分類） 

事業区分 

（小分類） 

事業名 森林環境譲与税

（単位：千円） 

森林情報管理シ

ステム運用・保

守管理 

事業支援システ

ムの構築 

森林情報管理シ

ステム運用・保

守管理事業 

12,843 

森林経営管理市

町村支援事業 

事業支援システ

ムの構築 

地籍図に合わせ

た森林計画図の

修正事業 

19,938 

県の市町村支援 宮城県市町村森

林経営管理サポ

ートセンター業

務委託 

18,370 
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事業区分 

（大分類） 

事業区分 

（小分類） 

事業名 森林環境譲与税

（単位：千円） 

人材育成・担い

手対策支援 

意欲と能力のあ

る林業経営体育

成事業（林業担

い手育成） 

41,959 

推進事務費 推進事務費 538 

森林経営管理等

効率化推進事業 

人材育成・担い

手低策支援（ス

マート林業推

進） 

森林環境整備基

金積立 

3,190 

基金積立 基金積立 森林環境整備基

金積立 

8,895 

計 105,736 

出所：森林環境譲与税に関する決算状況一覧（令和５年度） 

 

【市町村での森林環境税及び森林環境譲与税の事業概要】 

・意向調査の準備作業、森林整備の準備作業 

・意向調査、集積計画等作成 

・私有林整備 

・公有林整備（財産区有林含む） 

・森林保護対策 

・林道・林専道の整備等 

・その他（森林整備） 

・担い手確保 

・林業就業者の育成 

・専門員の雇用 
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・新たな組織の設立 

・その他（人材育成等） 

・木造公共建築物の整備等 

・木質バイオマス利用推進 

・森林・林業・木材普及活動等 

・その他（木材・普及啓発関係） 

・基金積立 

 

【市町村及び県での譲与実績と活用実績】 

表１ 譲与実績 

市町村 

譲与実績（単位：千円） 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令和４年

度 

令和５年

度 

令和５年

度累計 

仙台市 56,635 120,352 119,691 158,248 158,248 613,174 

石巻市 25,862 54,958 54,226 68,626 68,626 272,298 

塩竃市 2,190 4,656 4,587 5,724 5,724 22,881 

気仙沼市 17,395 36,964 36,427 48,400 48,400 187,586 

白石市 9,715 20,646 21,006 28,593 28,593 108,553 

名取市 4,144 8,808 8,882 12,106 12,106 46,046 

角田市 5,757 12,236 12,124 13,679 13,679 57,475 

多賀城市 2,504 5,322 5,370 7,034 7,034 27,264 

岩沼市 2,246 4,776 4,773 6,892 6,892 25,579 

登米市 20,309 43,156 42,560 53,410 53,410 212,845 

栗原市 22,006 46,764 46,331 62,946 62,946 240,993 

東松島市 2,580 5,484 5,446 6,642 6,642 26,794 

大崎市 26,013 55,278 55,181 70,730 70,730 277,932 

富谷市 2,624 5,576 5,582 7,116 7,116 28,014 

蔵王町 3,178 6,754 6,721 8,288 8,288 33,229 

七ヶ宿町 5,536 11,766 11,794 17,026 17,026 63,148 
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市町村 

譲与実績（単位：千円） 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令和４年

度 

令和５年

度 

令和５年

度累計 

大河原町 1,456 3,094 3,102 5,486 5,486 18,624 

村田町 2,690 5,718 5,712 9,230 9,230 32,580 

柴田町 2,854 6,066 6,038 8,968 8,968 32,894 

川崎町 9,156 19,458 19,357 24,464 24,464 96,899 

丸森町 9,337 19,842 19,577 23,824 23,824 96,404 

亘理町 1,882 3,998 3,984 5,294 5,294 20,452 

山元町 1,304 2,770 2,747 3,718 3,718 14,257 

松島町 1,544 3,282 3,251 4,038 4,038 16,153 

七ヶ浜町 840 1,784 1,761 2,122 2,122 8,629 

利府町 2,123 4,512 4,456 6,200 6,200 23,491 

大和町 8,928 18,972 18,941 26,080 26,080 99,001 

大郷町 1,410 2,998 2,962 3,828 3,828 15,026 

大衡村 1,400 2,976 2,975 3,658 3,658 14,667 

色麻町 1,282 2,728 2,668 4,612 4,612 15,902 

加美町 9,390 19,954 19,820 24,228 24,228 97,620 

涌谷町 1,994 4,240 4,198 5,232 5,232 20,896 

美里町 998 2,124 2,099 2,544 2,544 10,309 

女川町 3,312 7,038 6,750 8,908 8,908 34,916 

南三陸町 10,397 22,096 21,468 27,502 27,502 108,965 

小計 280,991 597,146 592,567 775,396 775,396 3,021,496 

県 70,252 105,378 104,571 105,736 105,736 491,673 

合計 351,243 702,524 697,138 881,132 881,132 3,513,169 

出所：林業振興課作成資料 

 

表２ 活用実績 
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市町村 

活用実績（単位：千円） 市町村

別 

活用率 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 
累計 

仙台市 56,635 120,352 119,691 158,247 158,248 613,173 100.0% 

石巻市 0 31,999 11,733 42,712 83,166 169,610 62.3% 

塩竃市 0 0 0 0 0 0 0.0% 

気仙沼市 0 9,968 16,292 16,938 48,030 91,228 48.6% 

白石市 101 11,570 20,617 18,754 26,593 77,635 71.5% 

名取市 6 300 2,038 3,380 2,525 8,249 17.9% 

角田市 1,619 1,980 5,158 9,596 15,390 33,743 58.7% 

多賀城市 0 0 0 0 2,088 2,088 7.7% 

岩沼市 0 7,022 4,773 6,892 2,585 21,272 83.2% 

登米市 5,281 5,060 12,998 36,037 40,043 99,419 46.7% 

栗原市 9,050 9,306 14,573 14,420 26,434 73,783 30.6% 

東松島市 23 2,365 0 2,970 0 5,358 20.0% 

大崎市 9,225 19,171 30,910 59,917 58,906 178,129 64.1% 

富谷市 0 0 872 3,300 6,329 10,501 37.5% 

蔵王町 0 2,552 300 2,750 1,300 6,902 20.8% 

七ヶ宿町 5,536 9,715 11,794 14,516 14,481 56,042 88.7% 

大河原町 54 20 0 0 1,047 1,121 6.0% 

村田町 0 2,882 5,469 4,202 6,076 18,629 57.2% 

柴田町 0 2,854 3,687 4,620 4,136 15,297 46.5% 

川崎町 370 4,980 6,916 12,113 10,331 34,710 35.8% 

丸森町 0 0 12,350 10,058 19,551 41,959 43.5% 

亘理町 0 0 1,089 2,241 4,893 8,223 40.2% 

山元町 0 843 0 0 0 843 5.9% 

松島町 0 300 1,100 1,542 1,500 4,442 27.5% 

七ヶ浜町 0 747 0 600 3,555 4,902 56.8% 

利府町 0 0 3,388 3,190 3,621 10,199 43.4% 
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市町村 

活用実績（単位：千円） 市町村

別 

活用率 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 
累計 

大和町 0 33 22,328 35,543 17,964 75,868 76.6% 

大郷町 0 0 3,080 374 132 3,586 23.9% 

大衡村 0 0 4,510 0 3,190 7,700 52.5% 

色麻町 582 1,639 2,954 3,300 2,200 10,675 67.1% 

加美町 3,900 6,741 14,114 12,494 16,393 53,642 54.9% 

涌谷町 0 2,200 4,945 2,826 6,260 16,231 77.7% 

美里町 0 0 696 132 2,712 3,540 34.3% 

女川町 0 7,150 9,231 7,771 10,764 34,916 100.0% 

南三陸町 0 9,899 0 6,911 19,471 36,281 33.3% 

小計 92,382 271,648 347,606 498,346 619,914 1,829,896 60.6% 

年別活用

率 
32.9% 45.5% 58.7% 64.3% 79.9% 60.6%  

県 28,519 56,227 101,762 80,825 96,840 364,173  

年別活用

率 
40.6% 53.4% 97.3% 76.4% 91.6% 74.1%  

合計 120,901 327,875 449,368 579,171 716,754 2,194,069  

年別活用

率 
34.4% 46.7% 64.5% 65.7% 81.3% 62.5%  

出所：林業振興課作成資料をもとに、市町村別活用率（活用実績令和５年度累計

/譲与実績令和５年度累計で算定）を包括外部監査人が加筆 
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【指摘及び意見】 

① 森林環境譲与税とみやぎ環境税を併用した事業について 

令和５年度の石巻市において、以下のような森林環境譲与税とみやぎ環境税を

併用した事業が行われている。 

 

事業

区分 
事業名 

事業費（単位：千円） 

事業内容 実績 

総額 

内訳 

森林環

境譲与

税 

みやぎ

環境税 

その他

の財源 

森林

整備 

温暖化防

止森林づ

くり推進

業務委託 

1,870 900 935 35 

ナラ枯れ被害拡

大防止のため、

ナラ菌を媒介す

るカシノナガキ

クイムシによる

枯損木の伐倒を

する業務民間事

業者に委託。 

河北地区で

ナラ枯れ被

害木233本の

くん蒸処理

を実施。 

 出所：石巻市ＨＰ「令和5年度森林環境譲与税の使途について」をもとに、事

業費内訳のみやぎ環境税、その他の財源については、林業振興課に確認し、包括

外部監査人が加筆 

 

（指摘１） 

 上記【みやぎ環境税と森林環境譲与税の使途】にも記載のとおり、県は県税の

みやぎ環境税と国税の森林環境譲与税について、使途を明確にわけていると公表

している。一方で、市町村が行う事業において、みやぎ環境税と森林環境譲与税

を併用して行われている事案が確認された。県では、併用して実施した事業の存

在を今まで認識していなかった。県は、上記の石巻市の事業について、既存事業
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の補助裏に森林環境譲与税を充当しているため、単なる財源付け替えであり、森

林環境譲与税の趣旨である未整備森林の追加的な解消にも当たらないことから、

森林環境譲与税を使用する事業ではないと認識している（令和７年１月９日に実

施した担当課（環境政策課）に対する質疑応答、令和７年１月１４日に実施した

担当課（林業振興課）に対する質疑応答）。市町村での事業について、県が決定

した使途と実態が相違しているため、県は、市町村に対し、両税の目的を踏ま

え、使途のすみわけをするよう丁寧に周知・指導するとともに、事業の実績確認

においてすみわけが確実になされているかを確認する必要がある。 

 

② 市町村での活用状況について 

表２活用実績の市町村全体での活用率を確認すると、令和元年から令和５年に

かけて活用率が徐々に増加しており、令和５年度までの累計で６０．６％となっ

ている。 

表２活用実績の市町村別活用率をみると、３５市町村のうち、活用率が５０％

以上の市町村が１６市町村、活用率が２０％以上５０％未満の市町村が１４市町

村、活用率が２０％未満の市町村が５市町村と市町村ごとに活用状況に大きく幅

がある。 

 

（意見１） 

市町村別活用率をみると、森林環境譲与税の導入初年度から数年の活用率が低

いことが影響し、累計でみると活用率が低くなっている。また、市町村の活用率

にはばらつきがあり、森林環境譲与税の目的を十分に果たせていないおそれがあ

る市町村が存在している。 

県は、上記令和６年６月３日の宮城県知事記者会見における「森林譲与税は森

林の整備が目的」のとおり、森林環境譲与税の使用用途は森林整備を目的として

おり、市町村支援として森林整備の情報提供、人材育成、システム構築・管理等

を実施している。市町村の活用率にはばらつきがあるため、特に活用率が非常に

低い市町村への積極的な意見収集を行い、活用率の低い市町村が必要としている

手助けを県の事業として行うことが求められる。また森林が少なく、単独では事

業を行うことが難しい市町村に対しては、県全体で連携できるように働きかける
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ことが望ましい。 

 

③ 市町村での活用状況一覧の公表について 

 市町村及び県の使途は、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第34条に

下記のとおり示されている。 

 第３４条 市町村は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に

要する費用に充てなければならない。 

一 森林の整備に関する施策 

二 森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関す

る普及啓発、木材の利用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策 

２ 都道府県は、譲与を受けた森林環境譲与税の総額を次に掲げる施策に要する

費用に充てなければならない。 

一 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項各号に掲げる施策の支援に関

する施策 

二 当該都道府県の区域内の市町村が実施する前項第１号に掲げる施策の円滑な

実施に資するための同号に掲げる施策 

三 前項第２号に掲げる施策 

上記より、県としての森林環境譲与税の使途は、第３４条第２項一で市町村が

実施する施策の支援に関する施策、第３４条第２項二で円滑な実施に資するため

の施策とあるため、森林環境譲与税で行う県の事業の事業効果は市町村が森林整

備及び森林整備の促進に関する施策が行えたかどうかであると考える。実際に県

は市町村に対する環境譲与税の譲与実績と活用実績を把握している。 

市町村の施策の実施状況は市町村別に譲与額・決算額等を公表しているもの

の、上記表１及び表２に記載したような宮城県全体として市町村別の一覧性があ

るものは公表していない。実績をみると、令和元年から令和５年にかけて活用率

が徐々に増加しており、県が主体となって実施している市町村支援事業について

は一定の効果が出ていると考えられる。 

 

（意見２） 

事業効果について県民からの理解を得るために、市町村の活用実績一覧を県の
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事業効果として開示するべきである。 

 

④ 県民への周知について 

宮城県知事記者会見において知事から、みやぎ環境税と森林環境税の使途のす

みわけについて、「いろいろな広報ツールを通じて、県民の皆さんに周知はして

いかなければならないと思っています。」との発言があった。 

 

（意見３） 

みやぎ環境税に関する県のホームページにおいて両税の目的や使途のすみわけ

を記載した資料「「森林環境譲与税」と「みやぎ環境税」の概要」が公表されて

いるものの、専門性が高いことにより記載内容が県民に理解しづらいように見受

けられる。その結果、両税の目的・使途のすみわけについて十分な説明が行われ

ているとは言い難く、県民に二重課税との懸念を抱かせる可能性がある。負担し

ている県民の理解を促進するため、両税の目的及び使途のすみわけについて、よ

り平易な表現で、継続的に行うことが望ましい。 

 

（１２） 令和３年度包括外部監査結果・意見等に対する措置状況 

自然環境に係る財務事務の執行をテーマとした、令和３年度包括外部監査結果

に対する措置状況につき、宮城県公報等でその措置状況を確認できない指摘・意

見について、措置の状況及び措置していない場合にはその理由の確認を行った。 

項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

１ 行政評価 

(１) 事業

成果の開

示不足 

10 意見 施策評価シートにおい

て県が示している「令

和２年度の実施状況・

成果」は個別事業に係

る事業成果の記載内容

に乏しい事業が散見さ

個別事業については、各

事業担当課が目標を立て

て、実績と比較検証して

いる。 

施策評価は、条例・規則

等の制度上、施策単位で



 

98  

項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

れる。個別事業に係る

成果指標（目標、実

績）を示すことなく、

施策評価の主たる目的

である「施策の成果の

評価、課題等の検証」

の実効性が確保されて

いるとは考え難い。 

達成度、満足度、社会経

済情勢等により判定する

こととなっている。 

(３) 人件

費の未考

慮 

13 意見 県の説明によると、職

員人件費は一般行政経

費であり、施策評価の

対象に馴染まないた

め、施策評価の対象事

業費に含めていない、

とのことであるが、職

員人件費を考慮せず、

評価対象事業に係る効

率性や有効性評価が実

施可能とは考え難い。 

現在の予算・決算の制度

上、 事業ごとに人件 費

を割り振って行政コスト

を把握する仕組みになっ

ていないことから、政

策・施策においても同

様、その評価においての

み人件費を含めることは

困難であり、これは評価

の問題というよりも、 行

政コストの把握方法全体

の問題であると考える。 

(４) 行政

コストの

未考慮 

14 意見 施設整備事業である森

林公園等県有施設機能

拡充事業について、行

政コストや成果指標

（例：施設利用者数）

を考慮せず、単年度の

施設整備費を基礎に、

施設整備事業について

は、現在、施策評価の対

象になっておらず、令和 

２年度以前の将来ビジョ

ンのような評価方法をと

っていない。 
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

施策評価の目的である

施策の成果の評価、課

題等の検証が可能とい

えるか疑問である。 

(５) 事業

目的と成

果指標の

不整合 

14 

  

意見 以下の事業に係る成果

指標は事業目的と整合

したものといえるか疑

問である。 

■県産木材利用拡大促

進事業 

地球温暖化防止対策の

観点では、持続可能な

森林・林業経営を確立

するため、採算性向上

が重要な要素と考えら

れる。よって、木材産

出の採算性向上に係る

指標が成果指標として

合理的である。 

  

■野生鳥獣保護・適正

管理事業 

事業計画（第二期宮城

県ニホンジカ管理計

画、第三期宮城県イノ

シシ管理計画）の策定

目的が個体数の適正化

■県産木材利用拡大促進

事業 

当該事業は、県産材を使

用した木造住宅建築への

支援等を行うものであ

り、木材利用を促進する

ことにより二酸化炭素の

固定量を増やし、地球温

暖化の防止に寄与するこ

とを目的としている。 

そのため、事業の評価指

標として、「県産材使用

量」と「二酸化炭素固定

量」を設定している。 

  

■野生鳥獣保護・適正管

理事業 

新計画（計画期間  R4 

R8 ）における管理目標

は、宮城県特定鳥獣保護

管理計画検討・評価委員

会に諮問した上で、ニホ

ンジカは生息密度、イノ
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

や被害軽減と考えられ

るため、個体数や被害

軽減が成果指標として

合理的である。 

  

シシは個体数（基準年個

体数比で４割削減）とし

た。目標達成にあって

は、毎年実施している捕

獲事業において、推定個

体数等を基に捕獲頭数目

標を設定している。な

お、被害軽減について

は、農山漁村なりわい課

の所管であり、当該課所

管事業において各種対策

を実施している。 

(６) 単位

当たりコ

ストの未

考慮 

15 意見 単位当たりコストが未

考慮の事業が検出され

た。単位当たりコスト

を考慮せず、評価対象

事業に係る効率性や有

効性の評価が可能とい

えるか疑問である。 

■燃料電池自動車普及

推進事業 

本件事業に係る単位当

たりコストの実績は示

されているが、目標設

定が行われていない。

計画普及台数、将来コ

スト、トン当たり CO2 

改善を求められた事項に

対する対応策や必要な事

務処理等を今後実施する

と意思決定はしたが、ま

だ当該対応策や必要な事

務処理等の具体の実施に

至っていない。 
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

削減コストが不明確で

あるため、本件事業に

係る中期的事業見通し

自体が欠如していると

考えられる。 

中期的な事業見通しが

不明確なまま、評価対

象事業に係る効率性や

有効性の評価が可能と

は考え難い。 

(７) 大規

模事業評

価の未実

施 

17 意見 県の説明によると、次

期最終処分場整備事業

は大規模事業評価の対

象外である、とのこと

である。事業実施の可

否について評価を行

い、その結果を県行政

に反映させる、という

大規模事業評価の制度

趣旨を鑑みれば、県が

事業主体を選定してい

る事業に対する事業推

進の妥当性の検証につ

いて今後検討の余地が

あると考えられる。 

大規模事業評価は行政活

動の評価に関する条例等

に定める評価対象事業に

ついて、適切に実施され

ている。当該条例の対象

とならない事業について

は、引き続き、各事業担

当所属が適切に対応して

いくこととなる。 

(８) 内部

統制基本

19 

  

意見 県の説明によると、効

率性・有効性に乏しい

本県における内部統制の

対象とする事務は、財務
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

方針とリ

スク評価

の不整合 

予算執行が継続される

リスクに係る内部統制

については特段の対

応、評価は実施してい

ない、とのことである

が、県の内部統制基本

方針とリスク評価に不

整合が生じているた

め、内部統制評価が適

切に行われていたとい

えるか疑問である。 

に関する事務と宮城県内

部統制基本方針の前書き

で規定している。財務事

務以外も対象事務と整理

することについては、今

後の課題ではあるもの

の、解消する問題が多々

あり、引き続き国を含め

た他団体の状況等を注視

していく。 

２ 契約 

(１) PFI 

優先検討

の未実施 

22 意見 県の説明によると、次

期最終処分場整備事業

はＰＦＩ優先検討の対

象外である、とのこと

である。公共施設等の

整備等の方針を検討す

るに当たって、多様な

ＰＰＰ・ＰＦＩ手法の

導入が適切かどうかを

従来型手法に優先して

検討する、というＰＦ

Ｉ優先検討の趣旨を鑑

みれば、県が事業主体

を選定している事業に

対するＰＦＩ優先検討

ＰＦＩ優先検討は「宮城

県ＰＰＰ・ＰＦＩ手法の

優先的検討と導入に関す

る実施要綱」に定める対

象事業について、適切に

実施されている。 

多様なＰＰＰ・ＰＦＩ手

法の導入が適切かどうか

を、従来型手法（県直

営）に優先して検討す

る、ＰＦＩ優先検討の趣

旨を鑑みて、そもそも県

が事業主体ではない事業

にその考え方を適用する

ことはできない。 
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

について今後検討の余

地があると考えられ

る。 

(３) 不十

分な委託

管理 

26 意見 指定管理鳥獣（ニホン

ジカ・イノシシ）捕獲

等業務委託について、

県全体の被害額の軽減

効果が明らかでないた

め、効果的な委託管理

が行われているといえ

るか疑問である。 

被害の軽減効果は捕獲だ

けでなく、農政部で実施

する被害防除の寄与も大

きいことから、捕獲事業

のみで軽減効果を判断す

ることは適当でない。ま

た、捕獲計画について

は、事前に各市町村に実

施時期やエリア等の意見

照会を実施し、地域事情

を考慮した計画となるよ

う県と受託者で調整して

いる。 

４ 公社等 

(１) 代替

性評価の

未実施 

38 意見 個別検出事項「２（1）

ＰＦＩ優先検討の未実

施」は、結果的に環境

公社の代替性評価も未

実施であったことと同

義と考えられる。環境

公社の経営評価におい

て、代替性評価が行わ

れていたとは認められ

ない。 

県が事業主体ではない事

業にその考え方を適用す

ることはできない。 
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項目 
ペー

ジ 
区分 監査の結果及び意見 

措置の内容または 

措置しない理由 

(２) 経営

課題の開

示不足 

40 意見 伊豆沼財団の人員体制

は小規模であり、限ら

れた人員体制の中での

持続可能な組織運営は

伊豆沼財団の重要テー

マと考えられるが、経

営評価上、関連する記

載がない。顕在化した

問題のみに着目した経

営評価のみで十分とい

えるか疑問であり、経

営課題の開示不足が懸

念される。 

財団としては、２０年く

らいの長いスパンで人員

確保を検討しており、現

時点では法人運営上の重

要なリスクとは考えてい

ないため、経営評価には

記載していない。 

 

 

 

以 上 

  



 

105  

添付資料１．政策評価・施策評価    

令和６年度政策評価・施策評価評価書
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令和６年度政策評価・施策評価評価書 
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添付資料２．施策評価シート    
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出所：令和 6年度新・宮城の将来ビジョン成果と評価 
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添付資料３．「森林環境譲与税」と「みやぎ環境税」の概要 

 

出所：宮城県 HP 
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添付資料４．森林経営管理制度の運用及び森林環境譲与税の使途に係るガイドライ

ンＶｅｒ．１．０ 宮城県農林水産部林業振興課平成３１年３月  

Ｐ．３４より抜粋「森林環境譲与税」と「みやぎ環境税」の概要 

 

   

※出所：森林経営管理制度の運用及び森林環境譲与税の使途に係るガイドライ

ンＶｅｒ．１．０ 
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添付資料５．「みやぎ環境税」の活用実績と今後の在り方 

Ｐ．３より抜粋 ③超過課税（税率）の実施状況 

  

※出所：総務省及び林野庁資料 
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